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令和３年度公益財団法人調布ゆうあい福祉公社事業報告 

１ 公社の現状                             

 新型コロナウイルス感染症については，発現から２年余が経ちましたが，現在も社会生

活に強い脅威を及ぼしています。 

この間，公社では組織を挙げて衛生管理の徹底に取り組みながら，協力会員・職員が各

種福祉サービスの提供を継続し，経営面においても順調な状況が続いています。 

 しかし，感染拡大の波に合わせ，予定していた事業の拡大を先延ばしにしたり，計画し

ていたイベントや企画事業を中止，あるいは規模の縮小をするなど，その都度，軌道修正

の必要があり，事業運営における影響は決して小さくありません。特に，新規の協力会員

を募集するための活動等が停滞せざるを得なかったことは，公社の特性である住民参加型

事業の発展・継続を左右することでもあり，大きな懸念材料です。 

 一方で，令和３年度は３回目のワクチン接種や，新たな治療薬の承認も進み，「ウィズコ

ロナ」あるいは「アフターコロナ」を意識させる動向もありました。 

公社では，令和２年度に行った第２次中期計画（平成３０年度～令和５年度）の見直し

作業で，①自主事業を含めた事業全般での実績の伸び悩み，②福祉圏域を意識した体制作

りと他機関との連携，③感染症対策の３点を，優先的に取り組むべき課題として取り上げ

ています。 

楽観はできませんが，「アフターコロナ」を見据えつつ，上記の課題解消に向けた取組に

関し検討を進めていきます。 

また，調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業については，デイサービスぷちぽあ

ん事業を含め，課題の整理を行い，令和５年度以降の事業形態等について調布市と協議を

行います。 

 

２ 令和３年度の振り返り                                                    

（１）法人運営 

公社では，令和３年５～７月にほぼ全ての協力会員・職員が，新型コロナウイルス感

染症のワクチン接種を２回終えましたが，副作用により体調不良を起こす者も多く，少

なからず業務にも影響が出ました。 

６月からは，日本財団が提供する無償のＰＣＲ検査を活用し，デイサービス・訪問介

護・居宅介護の各部署の職員が，定期的にＰＣＲ検査を受けています。令和４年２月に

は，業務上の感染症対策として，感染防護服の着脱研修も行いました。 

事業への影響では，令和３年５月に調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業の職

員１人が，新型コロナウイルス感染症にり患し，デイサービス事業が８日間休業した事

が最大のものでしたが，他にも令和２年度と同様に，不特定多数の方を集めるイベント

等については，一部で中止や縮小を行いました。そのような中で，福祉講演会が開催で

きたことは，大変幸いでした。 

令和３年度は，新型コロナウイルス感染症の拡大期が２回ありました。この期間は，

サービス利用者のキャンセル等も多く，経営面で大きな痛手となりました。しかし，年

度を通じて，協力会員並びに職員が一丸となり，感染予防・防止を徹底しながら事業継
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続に取り組むことができました。 

令和２年度に，管理職限定で試行開始をした人事評価制度については，令和３年度は

正規職員全員に対象を広げ，試行開始をしました。今後は，同一労働同一賃金を踏まえ

た新たな人事・給与制度について検討を開始する予定です。 

また，令和２年度は軒並み中止をした人を集めるイベントですが，令和３年度は，規

模を縮小しつつも福祉講演会やケアラー学習会，また，認知症サポーター養成講座等が

開催できたことは，大きな成果でした。 

一方で，新規の協力会員を募る協力会員募集説明会は，開催はするものの，コロナ禍

を機に，毎回の参加者が２人程度に留まる状況が続いています。協力会員は，高齢の方

も多く，また，コロナ禍を機に退会者も増えたので，依然，加入者より退会者が多いの

が現状です。 

令和３年度は，これを少しでも好転させるために広報に注力し，①京王電鉄バスの車

内広告での協力会員募集，②国領駅前の看板広告に公社を掲載，また，③広報紙ゆうあ

いの紙面に郵便振替用紙を印刷し，賛助会員を募集等の試みを行いました。その結果，

新たに２８人の賛助会員が増え，１１万円余の賛助会員費が集まりました。 

住民参加型事業では，ホームヘルプサービス・食事サービス共に，事業の担い手であ

る協力会員の確保の問題もあり，令和元年度の水準に戻すまでには至っていません。 

認知症施策の推進では，チームオレンジについては，コロナ禍で東京都のコーディネ

ーター研修が延期されたことから，各地域包括支援センターや地域福祉コーディネータ

ー等と連携を取りながら，認知症サポーターが地域で活躍する機会の拡充に努めました。 

また，介護者手帳（ケアラー手帳）については，他の自治体で手帳の作成に関わった

方を講師にお招きし，市内のケアラー当事者や支援者等との学習会を開催しました。令

和４年度は，調布市版のケアラー手帳を作成，発行する予定です。 

調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業では，総合事業通所型サービス（市基準）

の拡大を令和３年度に予定していましたが，新型コロナウイルス感染症に収束の見通し

が立たないことから見送りました。 

また，一般型・認知症対応型通所介護については，職員の欠員補充がかなわず，稼働

率の目標達成は果たせませんでした。こうした状況を踏まえ，今後の事業展開について

調布市と令和４年度に協議を行います。 

地域包括支援センター事業では，令和３年度に新たな圏域での事業展開が本格化した

ことから，主にこれを安定運営するための新しいネットワークづくりに注力をしました。

また，２拠点での連携を強化するために，オンラインを活用する体制を整えました。 

調査研究開発事業では，令和３年度もフレイル予防調査と職員による事業提案を実施

しました。フレイル予防調査では，総合事業通所型サービス（市基準）の利用者だけで

なく協力会員も含め，食事に関するアンケートを実施して，低栄養の予防に向けた普及

啓発を図りました。 

介護保険事業（ぷちぽあん・訪問介護事業・居宅介護支援事業の自主３事業）では，

ぷちぽあんで令和３年度の前半に稼働率の落ち込みがありましたが，欠員となった職員

の補充に迅速に対応したことと，営業活動に注力をしたことで，後半は大きく挽回でき

ました。訪問介護事業では，比較的経営が安定していたことから，業務の適正化に向け

た見直しや点検，人材の確保と教育を目的とした年間研修計画の作成，また，オンライ

ンでの会議・研修の推進等の懸案に着手することができました。居宅介護支援事業では，
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令和３年４月に特定事業所加算を取得しましたが，職員に欠員が生じ，要件を欠いたこ

とから１０月に取り下げています。これについては，今後，できるだけ早い時期に再取

得ができるように体制の構築を進めます。 

自主事業の収支については，３事業総体で令和３年度も黒字となりました。 

 

（２）事業運営 

ア 介護予防の取組 

 総合事業通所型サービス（市基準）を令和２年度に引き続き，週３回開催しまし

た。感染症対策として，実施時間を短縮し２部制にしてのサービス提供となりまし

た。年度当初は開催日を増やすなど事業の拡大を予定していましたが，コロナ禍で

延期をしています。利用者からは，外出機会の減少などによる身体や認知機能の衰

えを不安視する声が聴かれ，フレイル予防の重要性を改めて実感しています。また，

令和３年度はフレイル予防のもう一つの柱である栄養面にも目を向けて，利用者や

協力会員にアンケートの実施や簡単な調査，また，栄養士による講義などのアプロ

ーチを行い，低栄養予防に関する普及啓発を行いました。 

今後も内容をより充実させるアイデアを出し合い，フレイル予防の啓発に努めま

す。 

 

イ 地域の福祉人材の発掘・育成に向けた研修の充実 

 令和４年３月末現在，協力会員登録者数は２４５人，新規が３７人，健康不安や

就労意向などの理由による退会が５８人となり減少傾向が続いています。新型コロ

ナウイルス感染症が地域活動を妨げていますが，市民相互の助け合いを掲げる公社

にとって協力会員は住民参加型事業の最も大切な推進力です。様々な機会を捉えて，

地域の助け合い活動を丁寧に説明して活動への参加を促していきます。 

協力会員募集活動については，コロナ禍により定例開催の中止もありましたが，

協力会員と協働して大規模集合住宅へポスティングを実施したほか，京王電鉄バス

の車内に募集広告を掲載するなど新たな取組も行いました。 

 協力会員研修については，福祉サービスの知識や技術習得を目的に概ね実施でき

ました。 

社会福祉士・看護師の実習生を８人(４校)受け入れ，福祉の実践の場で学ぶ機会

を提供しました。介護職向けの介護技術勉強会(介護職カフェ)は，コロナ禍により

内部向けに実施したほか，調布市社会福祉協議会が開催する研修への講師派遣につ

いても滞りなく実施しました。 

  

ウ 認知症当事者と家族介護者支援（ケアラー支援）の拡充 

認知症サポーター養成講座事業では，１，３２２人の受講があり，平成２９年度

に事業を受託してからの累計者数は，６，０９３人になりました。令和３年度は新

規で市内総合小売事業者から社員を対象に開催依頼があり，地域包括支援センター

の協力を得ながら２０回開催し１８７人が受講しました。定例化してきている市内

の小中学校や児童館での開催のほか，歯科医院や薬局，介護事業所等の新規の開催

もありました。受講後のサポーターのフォローアップとしては，認知症当事者から

「認知症についてどのように感じているのか」語っていただく講演会を開催し，学
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びを深めました。また，認知症の理解がより深められるよう，関係機関の協力を得

ながら，施設見学会を開催しました。 

認知症サポーターとなった方々に「活躍の場」の情報を提供するために，「認

知症サポーターの活躍の場リスト」を年１回最新の情報に更新し，受講後のサ

ポーターに配布しました。 

ケアラーの支援については，ケアラー支援マップを更新して市内全戸に配布した

ほか，ケアラー支援団体やケアラー当事者を対象として「一人で悩まない介護」を

テーマに学習会を開催し，学びと交流を深めました。 

だれでもカフェは，令和３年４・５・７・８・９月，令和４年１月は休止しま

したが，人数制限，昼食提供の中止等，感染症対策を行ったうえで開催した結果，

延べ６３人の参加がありました。 

介護技術講座は，「体感して学ぶ介護のコツ」として，ベッドから車いすへの移乗

方法などを体感・体験する機会を提供し「介護のコツ」を学べる講座や，介護技術

としての「傾聴の基本」を学ぶ講座を企画，開催しました。 

 

エ 医療介護連携の推進 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため，多くの市内福祉団体や職能団体，ま

た，行政機関の会議がオンライン形式で開催されるようになりました。公社でも早

い段階でオンライン化を進め，職員各自が委員や評議員として参画してきました。 

在宅福祉サービスの分野では，コロナ禍での「密を避ける」の基本的概念を意識

し，医療介護連携カンファレンス等において，オンラインでの開催提案をしてまい

りました。退院時カンファレンス，介護保険認定調査などにおいて，病院やクリニ

ックに対して，どのように実施することが望ましいのか意見交換をする場面も持ち

ました。令和４年度においても，急速に変化しているＩＴ化促進に向け，取組を継

続していきます。 

また，第６波の感染拡大が続く中，行政・医療機関等の協力の下，市内訪問事業

所の感染症対策の底上げと個々の従事者の技術力の向上を図るため，令和４年２月

に「感染防護服着脱研修」を実施しました。 

  

オ 地域共生社会の推進 

令和３年度は，新型コロナウイルス感染症の感染状況を勘案したうえで，参集形式

で福祉講演会の開催ができました。周知開始時から，多くの市民に関心を寄せていた

だき，参加後も，「興味が湧く身近なテーマで内容もデータに基づき分かりやすかっ

た」等の好意的な御意見を多くいただきました。一人でも多くの方に事業理解，事業

協力いただけるきっかけになったと考えています。 

地域包括支援センターゆうあいにおいても，サブセンター近隣にある保育園の園

長，地域福祉の担い手である関係機関等と協力し，地域で集える機会に参加し地域住

民等との有機的な連携や協働のための事業実施ができました。今後も，分野を超えた

事業参画や事業展開について目的をもって取り組んでいきます。 
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３ 重点プロジェクト                          

（１）ケースカンファレンス（事例検討会）の推進 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

ケースカンファレンスの実施 
月 1回 

公開研修 1回 

年 12回 

公開研修 2回 

外部連携 3回 

ゆうあいチャレンジプログラム 
1回 

外部連携実施 

1回 

外部連携なし 

評価等 

〇ケースカンファレンスの実施 

住民参加・居宅介護支援・地域包括支援センターの相談職を中心に，延べ

２５１人(職員以外１５人含む)が参加しました。それぞれの経験，知識を

広く共有することで，専門職の資質向上，自己研鑽及び相談対応力の向上

につながりました。また，社会福祉士の資格取得を目指す学生の実習プロ

グラムにも組込み，学びの場を提供しました。 

〇ゆうあいチャレンジプログラム 

ケースカンファレンスの意義，相談援助職による倫理の確認，職員間の信

頼関係の強化ワークを実施することで，職種を超えた連携，協力体制の強

化につながりました。 

 

（２）だれでもカフェ（認知症カフェ）の充実 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

だれでもカフェこくりょう 

月 1回 

若年性認知症当

事者含む 

年 6回 

延べ利用者 63人 

だれでもカフェぷちぽあん 不定期開催 
緊急事態宣言の発令

により中止 

評価等 

〇だれでもカフェこくりょう 

だれでもカフェは新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和３年４・

５・７・８・９月，令和４年１月の開催を中止し，目標値を下回りまし

た。再開後も利用を控える方が多く見受けられました。休止期間中，今ま

での参加者に電話連絡をし，心身状態の確認や日常生活の困りごとなどを

聞き取り，つながりを保つことに努めました。だれでもカフェ開催継続の

ための感染症対策，認知症当事者や家族介護者等への効果的な情報提供の

仕方が課題です。令和４年２月は試験的にオンラインで開催しました。 

〇だれでもカフェぷちぽあん 

緊急事態宣言の発令により中止しました。 
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（３）先駆的な家族介護者向け支援の創出 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

家族介護者向け介護技術講座 

① 家族介護者向

け介護技術講座 

2回 

② 家族介護者向

け出張介護技術

講座 随時 

① 2回 

 

 

② 実績なし 

ホームヘルパー出張派遣 随時 
相談・派遣 0件 

（休止） 

評価等 

〇家族介護者向け介護技術講座 

参加者に介助される体験の機会を提供し，介護者に負担のかからないベッ

ド上の介護方法や車いすへの移乗方法等のコツを伝えました。参加者同士

の情報交換や，高齢者支援の施策に関する質疑応答を行いました。 

〇家族介護者向け出張介護技術講座 

 地域の集まり等で呼び掛けを行いましたが，依頼がありませんでした。 

〇ホームヘルパー出張派遣 

令和３年度は感染拡大防止のため，相談・派遣ともに休止しました。 

 

（４）調査研究開発の推進  

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

事業提案 実効性の可否を検討 
提案数 25件 

二次審査通過 7件 

介護予防，フレイル予防調査 

（実証研究調査） 

データの集積・調査

内容と方法について

検討 

アンケート 3回 

体力測定  2回 

評価等 

○事業提案 

事業提案については，６人の職員から２５件の提案がありました。７件の

提案について２次審査を実施しました。うち６件を事業化に向けて所管係

で検討しました。 

○介護予防フレイル予防 

総合事業通所型市基準サービス（市基準）の利用者に対し，６月に１回目，

１２月に２回目の食品摂取アンケート調査を実施しました。ミニ栄養講座

を開催し，普及啓発効果を調査，分析しています。また，元気なうちから

低栄養予防に関心を持ち，フレイル状態にならないように普及啓発するこ

とを目的に，一般高齢者である協力会員に食事に関するアンケートを１１

月に実施しました。集計し，傾向を分析し，結果を協力会員にフィードバ

ックしています。定期的な体力測定データの収集を継続し，今年度は運動

機能の向上だけではなく，低栄養予防についても取り組み，フレイル予防

の充実を図りました。概ね目標を達成し，調査研究開発の推進を図ること
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（５）福祉人材の育成・発掘に向けた研修の充実 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

各種研修の実施 

① 協力会員，登録

ボランティア等

への研修の充実 

② 公社運営に携わ

るプロパー職員

への研修の充実 

① 参加者 247人 

 
 

② 全体研修「自己覚知の

意義と方法」 

 令和 4年 2月 18日(金)

参加者 20人 

介護職カフェ 

（介護技術勉強会） 
4回以上 

令和3年11月10日(水) 

1回（1事業所，5人） 

福祉専門職スキルアップ研

修 
－ 

派遣依頼なし 

（市内に各種の職能団体

が設立されたことで研修

主催の主体がそちらに移

り，公社の役割は主に講

師の派遣へと変化） 

評価等 

〇介護職カフェ 

例年，地域の事業所から参加があり，技術向上だけでなく，事業所間の交

流や情報交換等ネットワーク形成の一助となっていましたが，令和３年度

は感染症対策をしながら１１月に１回の開催となりました。 

〇福祉専門職スキルアップ研修 

コロナ禍で各種イベントが中止となり，講師の派遣依頼はありませんでし

た。 

〇各種研修の実施 

感染拡大防止のため定員を減らして実施しました。協力会員定例研修を４

回，食事サービスに関わる協力会員向けに安全運転，食品衛生講習会を実

施しました。 

 

４ 実施事業                              

（１）住民参加を基盤としたインフォーマルサービスの拡充 

ア 有償在宅福祉サービス事業 

 

第 2次中

期計画 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

利用会員数（世帯） 280世帯 247世帯 

ができました。 
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目標・成

果指標 
協力会員数 270人 245人 

協力会員説明会（定期・随時） 24回以上 47回 

評価等 

〇利用会員数（世帯） 

令和２年度から７世帯増えましたが，新型コロナウイルス感染症の影響が

続き，目標値には届きませんでした。 

〇協力会員数 

新型コロナウイルス感染症や高年齢，健康不安等により退会された方が 

５８人いた一方，新規は３７人に留まり目標には届きませんでした。 

〇協力会員説明会（定期・随時） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，定期開催の説明会を一時中

止しましたが，随時開催が増えたため目標は上回りました。 

   

（ア）利用会員の状況 

 令和３年度末の世帯数は２４７世帯，目標の２８０世帯には届きませんでした。

新型コロナウイルス感染症により，大きく減少して以来，回復には至っておりま

せん。ホームヘルプサービス，食事サービスはソーシャルワーカーが個々の利用

会員のアセスメントを踏まえ必要性に応じ，密を回避しながら提供しました。ま

た，ソーシャルワーカーが利用会員に都度連絡し，関係機関と連携しながら日常

生活を支援しました。新型コロナウイルス感染症拡大で，人々の活動や行動が縮

小し，「孤立・孤独」を訴える高齢者が増えています。コロナ禍で変化した生活の

なかで，新たに必要とされるニーズの発見に努め，市民相互の助け合い活動で支

援していきます。感染症対策に留意しながら引き続き，利用会員の生活を支援し

ていきます。 

 

                               （単位：世帯）  

区分 令和 3年度 入会・退会 増減 令和 2年度 

高齢者 228(92.3%) 
（入会）101 

（退会）99 
2 226(94.2%) 

障害者 9(3.7%) 
（入会）4 

（退会）1 
3 6(2.5%) 

病弱者 8(3.2%) 
（入会）5 

（退会）3 
2 6(2.5%) 

ひとり親家庭等 2(0.8%) 
（入会）1 

（退会）1 
－ 2(0.8%) 

合
計 

年度末世帯数 247(100.0%) ― 7 240(100.0%) 

会員数 298人 ― 3 295人 
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（イ）協力会員の状況 

 令和３年度末の登録人数は２４５人で目標には届かず，担い手不足の状況が続

いています。令和３年度はコロナ禍による長期的な活動自粛の影響で活動を中止

する方も多くいました。 

従前からの課題として，協力会員の居住地域や年齢層の分布に偏りがあります。

助け合いが地域の隅々まで多世代にわたり展開できるよう，効果的な広報に努め

ていきます。また，地域の担い手として，大きな力として期待される元気な高齢

者の方の参加促進に取り組んでいきます。 

 

（令和 3年度実績） 

区分 協力会員 月平均 

入会者 37人 3.1人 

退会者 58人 4.8人 

令和4年3月末登録者数 

（令和3年3月末） 

 245人 

(266人) 
－ 

月末登録者累計人数 2,907人 242.3人 

活動者実数(各月合計) 1,504人 125.3人 

 ホームヘルプサービス 679人 56.6人 

食事サービス 893人 74.4人 

活動率（令和2年度活動率） 51.7％(46.5％) 

※ 活動者実数は，複数の活動に参加する会員もいるため，内訳の合計とは 

  一致しない。 

※ 活動率（％）＝活動者実数÷月末登録者累計人数 

 

（ウ）ホームヘルプサービス 

 令和３年度は，延べ６７９人の協力会員が，延べ１，４１６世帯へ５，６４４時

間のサービスを提供しました。昨年度に比べ提供時間は１１％増加しました。新

型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から，室内で行う家事支援等のサービス

は，ソーシャルワーカーがケースごとに協力会員，利用会員双方の意向確認を行

い，調整を図りました。介護保険や障害福祉等の公的な制度・サービスの利用に

至るまでの間，地域包括支援センター等と連携を図りながら協力会員の可能な範

囲で支援しました。公的なサービスにつないでいく支援や，若年性認知症の方の

支援等，制度の狭間のケースを支援しました。引き続き，会員双方のニーズに応

えながら，地域の助け合い活動を広げていきます。 
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 （対象者別利用時間数及び回数） 

区分 
令和3年度 令和2年度 

合計 月平均 合計 月平均 

利用者数 1,416世帯 118.0世帯 1,306世帯 108.8世帯 

利用回数 4,323回 360.3回 3,908回 325.7回 

高齢

者 

総 

数 

 5,049.5時間 420.8時間 4,665.0時間 388.8時間 

単身 2,411.0時間 200.9時間 2,272.0時間 189.3時間 

夫婦 1,054.5時間 87.9時間 1,011.5時間 84.3時間 

同居 1,584.0時間 132.0時間 1,381.5時間 115.1時間 

障害者 240.5時間 20.0時間 149.5時間 12.5時間 

病弱者 354.0時間 29.5時間 255.5時間 21.3時間 

ひとり親家庭等 0時間 0時間 0時間 0時間 

利用時間 計 5,644.0時間 470.3時間 5,070時間 422.6時間 

 

（エ）食事サービス 

令和３年度は，延べ８９３人の協力会員が３７，５５９食を提供しました。担

い手の協力会員は発足当初から「おなかまランナー」と組織化して，コロナ禍で

も感染拡大防止に努めながら献身的に活動に入りサービスを提供しています。新

規登録者には元気高齢者に加え若年世代の登録も増え，令和２年度に比べて延べ

２４人増加しました。安定的なサービス提供には，より多くの方の活動が必要で

す。引き続き，おなかまランナーの皆さんとも協働して，募集活動に取り組んで

いきます。 

提供食数については，令和２年度と比べ１，０３６食減少しました。会員配食

では６６８食増加しましたが，デイサービスの利用減，レストラン食(キャンセル

食の販売)の中止が大きな要因です。全体としてはコロナ前の７７．９％となり回

復には至っておりません。今後も公社の食事が必要とする方は増えてくると見込

まれ，安定的な提供体制を構築していきます。 

 

食事サービス利用状況 

区分 
令和3年度 令和2年度 

延べ合計 月平均 延べ合計 月平均 

会員利用者数 1,682人 140.2人 1,665人 138.8人 

利用総食数 37,559食 3,129.9食 38,595食 3,216.3食 

 会員配食 30,274食 2,522.8食 29,606食 2，467.2食 
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国領通所 5,088食 424.0食 5,858食 488.2食 

ぷちぽあん 2,081食 173.4食 2,174食 181.2食 

その他 116食 9.7食 957食 79.8食 

 

   食事サービス週当たり利用日数／各年度3月利用者     （単位：世帯） 

区分 週１ 週２ 週３ 週４ 週５ 週６ 週７ 合計 

昼食 
令和3年度 3 6 9 5 3 2 4 32 

令和2年度 2 7 5 6 1 1 5 27 

夕食 
令和3年度 10 15 12 10 5 5 17 74 

令和2年度 12 18 14 9 5 5 14 77 

昼夕食 
令和3年度 1 0 4 2 2 1 7 17 

令和2年度 1 0 3 1 2 1 7 15 

合計 
令和3年度 14 21 25 17 10 8 28 123 

令和2年度 15 25 22 16 8 7 26 119 

 

食事サービス月当たり利用者区分／各年度3月利用者（会員） 

区分 
令和3年度 令和2年度 

世帯数 人数 世帯数 人数 

高齢者 

単 身 63世帯 63人 61世帯 61人 

夫 婦 21世帯 30人 24世帯 34人 

同 居 29世帯 32人 26世帯 29人 

障害者 4世帯 4人 3世帯 3人 

病弱者 4世帯 5人 3世帯 3人 

ひとり親家庭等 2世帯 4人 2世帯 3人 

合  計 123世帯 138人 119世帯 133人 

 

（オ）福祉施設へのサービス提供（食事サービス） 

 入間町デイサービスぷちぽあん及び調布市国領高齢者在宅サービスセンター，

子ども家庭支援センター「すこやか」の利用者へ継続的に食事サービスを提供し

ています。 

 

（カ）会員交流事業 

 公社会員（利用・協力・賛助）を対象に，会員相互の交流を図る目的で，リコー

ダーのコンサートを開催する予定でしたが，新型コロナウイルス感染症拡大防止
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のため中止しました。 

 

（キ）会員慶弔 

 利用会員の誕生日に御自宅を訪問し，ミニブーケを届けました。逝去に際して

は，弔電で弔意を表しました。 

 

  イ  生活支援コーディネート事業「ちょこっとさん」 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

利用件数 120件 115件 

登録ボランティア数 110人 122人 

評価等 

〇利用件数 

例年より新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け，令和３年度

は大きく利用件数が減りましたが，回復傾向にあります。引き続き，

活動できるボランティアの確保，事業の広報に努めていきます。 

〇登録ボランティア数 

目標値には達しましたが，いつでもどこでも活動できるボランティ

アを増やす取組が求められています。事業の趣旨，地域の助け合い

を周知していきます。 

 

 ソーシャルワーカーが，ひとり暮らし高齢者などから，電球交換や荷物の上げ下

ろし等のちょっとした困りごとの相談に応じ，登録ボランティアが困りごとの対応

にあたりました。ソーシャルワーカーが関わることで，「ちょっとした困りごと」の

対応と併せ，ひとり暮らし高齢者の孤立防止やソフトな見守り等の支援ができまし

た。 

 また，ちょこっとさんでの解決が難しい依頼には，ソーシャルワーカーが他の解

決方法等の情報を提供しました。 

令和３年度は，令和２年度同様感染症対策として利用者・ボランティアの双方の

安全を確認するため，ソーシャルワーカーがボランティアに同行しながら実施しま

した。 

 本事業が，住民参加型で行われることで，地域社会のつながりの活性化の一助に

なると考えています。引き続き，困りごと解決のほか，見守りや市民の活躍の場の

提供等，適切なコーディネート，情報提供に努めていきます。 
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事業名 実施内容 利用件数，参加者数等 

生活支援コーディ

ネート事業「ちょ

こっとさん」 

30分程度でできる「ち

ょっとした」お手伝い

をソーシャルワーカー

が登録ボランティアを

コーディネートして，

困りごとを解決 

相談件数：158件(うち新規：79件) 

利用件数：115件(うち新規：49件) 

登録ボランティア：122人 

※登録ボランティア説明会は，協力会

員説明会と合同開催 

 

ウ 在宅福祉サービスに関する相談事業 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

受付窓口（電話，来所，訪問な

ど）対応の充実 
受付窓口担当の配置 

受付窓口担当を

配置 

休日，夜間の電話相談の受付体

制（地域包括支援センター，居

宅介護支援） 

営業時間外の専門職

による受付体制 

営業時間外は専

門職が携帯電話

で受付 

評価等 

〇受付窓口（電話，来所，訪問など）対応の充実 

時間帯により混雑する受付窓口に担当者を配置して，来所者の案内や

利用者の誘導など適宜行いました。 

〇休日，夜間の電話相談の受付体制（地域包括支援センター，居宅介護支

援） 

午後６時１５分以降は携帯電話へ転送により受付(地域包括支援セン

ター，居宅介護支援)と留守番電話による伝言受付（法人）により，適

宜行いました。 

   

 高齢者を中心に，障害者，病弱者及びひとり親家庭等の総合相談の窓口として，

在宅生活における介護などの様々な相談に応じました。また，地域の機関と連携し

ながら，公社の持つ情報やネットワークを駆使し，問題解決に向けた支援を行いま

した。３６５日対応することで，市民にいつでも相談できる安心感を与え，信頼関

係を築くことができました。 

 医師及び弁護士による相談事業は，個人に限らず市内事業所の専門職等にも門戸

を広げ，地域で福祉や介護サービスを担う人材へのサポートや資質向上に努めまし

た。 

事業名 令和3年度 令和2年度 備考 

在宅福祉サービス

に関する生活相談 

電話 6,557件 5,342件 

ソーシャルワーカ

ーよる相談 

 

来所 209件 166件 

訪問 1,514件 1,346件 

その他※ 1,758件 1,763件 

計 10,038件 8,617件 
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 ※ 電話・来所・訪問の分類に入らない手段（事業利用時・メール等）での相談 

 

（２）認知症施策の推進－認知症当事者とその家族への支援－ 

ア 認知症サポーター養成講座事業 

  

 認知症になっても，安心して暮らし続けられるまちを目指して，地域の自治会

や企業，学校など幅広い世代に向け，本講座を開催し，認知症の方やその家族の応

援者となる認知症サポーターの養成に努めました。 

併せて，認知症サポーターとなった方々に「活躍の場」を情報提供するため

に，「認知症サポーターの活躍の場リスト」を年１回最新の情報に更新し，受講

後のサポーターに配布しました。 

 

事業名及び内容 回数 参加者数 

認知症サポーター

養成講座 

地域で開催される認知症サポータ

ー養成講座の実施，キャラバンメ

イトの調整・派遣 

54回 1,322人 

医師による健康相

談 

内科 7件 6件 
医師による相談 

精神科 6件 6件 

弁護士による法律相談 8件 8件 弁護士による相談 

福祉用具などの相談，貸出，紹介 161件 210件 貸出件数 

総合計 10,220件 8,847件  

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

認知症サポーター数（年度） 1,000人以上 1,322人 

認知症サポーターフォロー

アップ研修 
2回 1回（41人） 

評価等 

〇認知症サポーター数（年度） 

市内の小中学校，児童館，総合小売業者等の企業，歯科医院や薬局，介

護事業所等で開催し，目標を超える参加がありました。 

〇認知症サポーターフォローアップ研修 

認知症当事者に，認知症についてどのように感じているのかについて

話していただく講演会を通じて，サポーターが当事者の体験や思いを

知ることができ，認知症の問題を我が事としてとらえるきっかけにな

りました。本講演会を契機に，講演会に参加した認知症当事者同士で

当事者グループが立ち上がりました。９月に開催を予定していた地域

見守り訓練は新型コロナウイルス感染症の影響のため中止しました。 



15 

認知症サポーター

フォローアップ研

修 

認知症当事者，ケアラーの理解を

深めるための講義・体験 
1回 41人 

認知症サポーター

の活躍の場リスト 

認知症サポーターの活躍の場の

情報を更新・発行し市内全戸配

布 

1回 － 

 

イ 家族介護者支援事業 

 家族介護者にとって安心できる居場所の提供や，市内にある「家族介護者の 

居場所」等の情報提供，また，自宅で介護している家族に有効な介護技術の講習 

会を開催することで，家族介護者を支援しました。 

介護している家族の方が一息つける居場所を提供するための「だれでもカフ

ェ」は新型コロナウイルス感染症拡大時は開催を中止しました。家族介護者向

けの介護技術講座には，５２人が参加しました。市内の家族介護者の居場所の

情報を発信する「ケアラー支援マップ」は最新の情報に更新し，市内全戸に配布

しました。 

また，ケアラー学習会を２回開催し，ケアラー支援の理解を深めました。ケア

ラー団体，関係機関のほか，市民の方々の参加も増えてきています。 

 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目  
目標値 

令和 3年度 
実績 

だれでもカフェ 150人 63人 

認知症高齢者等を介護するケア

ラー（介護者）支援マップ 
更新・発行 1回更新・発行 

家族介護者向け介護技術講座 
10人（出張介護技

術講座含む） 
52人 

評価等 

だれでもカフェは新型コロナウイルス感染症拡大防止のため令和３年４・

５・７・８・９月，令和４年１月の開催を中止しました。再開後も利用を控

える方が多く見受けられました。休止期間中，今までの参加者に電話連絡を

し，心身状態の確認や日常生活の困りごとなどを聞き取り，つながりを保つ

ことに努めました。密にならない環境等の整備や，参加者，ボランティアの

感染症対策を徹底し，家族介護者が気軽に相談できるよう開催を継続してい

きます。認知症当事者や家族介護者等の必要とする方に情報が届くよう，よ

り効果的な広報も課題です。 

家族介護者向け介護技術講座は参加者一人ひとりの困りごとに沿いなが

ら実施できました。 
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事業名 実施回数 参加者数 備考 

家族介護者

支援事業 

だれでもカフェ

(認知症カフェ) 

月1回 

（計6回）

令和3年4，

5，7，8，9

月,令和4年

1月中止 

参加者 

延べ63人 

〇だれでもカフェこく 

 りょう(毎月第4日曜 

 日)※10の筋力トレ 

 ーニング，ハンドベ 

 ル，男性介護者のつ 

 どい等 

〇だれでもカフェぷち 

ぽあん 

（新型コロナウイルス

感染症の影響により

中止） 

調布市認知症高

齢者等を介護す

るケアラー支援

マップの改訂 

年1回 

発行13万部 

(内12万8,000部を

市内全域にポステ

ィング，2,000部

を関係機関に配架

等) 

令和4年2月20日(日）広

報紙ゆうあい23号にて

第10版を掲載。ケアラー

を支えるグループ15件，

相談窓口，地域密着型サ

ービ等の情報を掲載 

家族介護者向け

介護技術講座 

 

年2回 52人 

○「体感して学ぶ介護の 

コツ」染地地域福祉セ

ンターで開催 

令和3年11月4日(木) 

参加者15人 

○傾聴の基本を学ぼう 

令和4年3月9日(水) 

参加者37人 

ケアラーを支え

るグループの学

習会 

年2回 56人 

○一人で悩まない家族

介護～ケアラー手帳

の役割を一緒に考え

ませんか～」 

令和3年8月27日(金) 

参加者19人 

○傾聴の基本を学ぼう 

令和4年3月9日(水) 

参加者37人（再掲） 

※令和3年5月開催予定

「家族介護について

考えよう」は新型コ

ロナウイルス感染症

の影響により中止 
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ホームヘルパー

出張派遣(再掲) 
中止 

相談件数・派遣 

0件（休止） 

令和3年度は感染拡大防

止のため，相談・派遣と

もに休止しました。 

 

（３）フォーマルサービスの充実 

ア 調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

延べ利用者数 9,420人 6,170人 

延べボランティア数 860人 296人 

評価等 

○延べ利用者数 

利用者数においては，継続的に新規利用者を受け入れていましたが，入院・

入所や感染症対策で長期休みをされる利用者も多く，目標を下回りました。 

〇延べボランティア数 

ボランティアについては，緊急事態宣言中はボランティア活動自粛を要請

したため，目標値を大きく下回っています。 

 

 令和３年度は職員のＰＣＲ検査を実施するなど感染症対策を強化して継続的にサ

ービス提供を行いました。 

利用者の個々の状況については，職員間で情報共有し，関係機関とも連携を図り

ました。特に医療機関と密に連携を取り，看取りの利用者を受け入れるなど，他事

業所で受け入れることが難しい利用者や家族へ迅速丁寧な対応ができました。 

令和３年度の利用延べ人数は６，１７０人で，目標達成には至りませんでした。

新規利用者の受入れは継続的に実施していましたが，感染症対策や職員の欠員補充

ができず，利用者の受入れも伸び悩み，目標を大きく下回りました。 

総合事業通所型サービス（市基準）については，令和２年度より実施した感染症

対策（実施時間を短縮し２部制）を継続しています。引き続き，市と連携して積極

的な事業展開を進めていきます。 

通所介護では，令和２年度より機能訓練指導員を増員して体制強化を図り，利用

者の身体の状態に合わせて身体機能の維持・改善プログラムを継続実施しています。 

認知症対応型通所介護では，日本版ＢＰＳＤケアプログラムを活用し，より良い

利用者のケアに繋がるよう現場での実践に取り組みました。引き続きケアプログラ

ムを活用しながら，介護度や認知面の変化に合わせて利用者の個別ケア強化を進め

ていきます。 

 

区分 令和3年度 令和2年度 

通所介護 
延べ人数 3,234人 3,817人 

1日平均 10.8人 12.4人 

総合事業（国基準） 延べ人数 438人 444人 
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1日平均 1.5人 1.44人 

総合事業（市基準） 
延べ人数 1,133人 1,315人 

1日平均 7.4人 9.12人 

認知症対応型通所介護 
延べ人数 1,365人 1,549人 

1日平均 4.6人 5.02人 

 

（ア）運営推進会議 

 情報の公開及び地域との連携・交流を確保し，サービスの質の確保・向上を図

るため，利用者の家族や地域住民の代表者，サービスに知見を有する方に委員と

して参加していただきました。感染症対策を講じ２回開催しました。 

開催日 

令和3年7月12日(月) 

令和4年1月17日(月) 

 

（イ）家族会 

 感染症対策を講じ，参加者の協力を得て開催しました。具体的な相談内容に対

して，介護の成功体験を交えた実践方法を介護者へ伝えたり，介護者同士が安心

して気持ちを吐露できる場を提供することができました。介護の共通の課題や認

知症の症状からくる生活の大変さを共有することができました。令和３年度は初

めて土曜日開催を試み，６人の参加がありました。２月はまん延防止等重点措置

期間のため中止としました。 

開催日 参加者数 

令和3年11月13日(土) 6人 

 

（ウ）地域福祉交流育成 

 令和３年度は，感染拡大防止に伴い，ボランティア活動の自粛を要請したため，

目標値を大きく下回りました。中学生職場体験や教員免許法における介護等体験

事業についても，各実施団体より見合わせの通知があり，令和３年度の実績はあ

りません。今後は感染症対策を行なった中で，受入れを検討し，地域とのつなが

りに向け，発信していきます。 

区分 令和3年度 令和2年度 

ボランティア受入れ 
個人 延べ249人 延べ284人 

団体(人数) 11団体(24人) 9団体(12人) 

ボランティア交流会 
実施回数 0回 0回 

参加者数 延べ0人 延べ0人 

職場体験受入れ 
受入者数 0人 0人 

期間 0日間 0日間 
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イ 調布市地域包括支援センターゆうあい事業 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

介護予防関連事業

参加者数（出前講

座，介護教室） 

140人 

延べ参加者 148人 

○介護教室（2日間） 

テーマ「コロナ禍だからこそで

きる健康づくり！」 

・6月17日(木) 

「まだ間に合う！フレイル予

防」参加者19人 

・6月 29日(火) 

「自宅で簡単，健康づくりの運

動」参加者 19人 

○出前講座 

4回 46人 

・出前講座「10の筋力トレーニ

ング体験会」 

2回 28人 

・出前講座「10の筋力トレーニ

ング立ち上げ支援」 

3回 24人 

・出前講座「10の筋力トレーニ

ング継続支援」 

 1回 12人 

地域ケア会議参加

者延べ人数 
90人 

延べ参加者 84人 

・第1回 6月3日(木) 

「生活の質を高めるIT化につ

いて考える～新型コロナウイ

ルス感染症で促進されたIT化

に上手に対応しよう～」参加者

33人 

・第2回 11月2日(火) 

「高齢者のIT化活用に伴うリ

スク（詐欺被害）について考え

る」参加者29人 

・第 3回 1月 28日(金) 

「高齢期の生活を支える社会

資源」参加者 22人 

みまもっとＰＲ 

活動件数 
250件 339件 

評価等 
地域住民が対象となる普及啓発，福祉啓蒙活動については，オンラ

イン化は難しく，適切な感染症対策を行い，参集形式を継続していき
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ました。普及啓発，福祉啓蒙の目安となる目標値は，概ね達成となり

ました。出前講座は，コロナ禍で積極的には展開できていませんが，

みまもっと便り等を活用し，福祉啓蒙の働きかけを実施しました。地

域ケア会議においては，令和３年度から開始されたＡゾーン会議（地

域課題解決会議）の普及に向け，個別の事例から地域課題を考える，

地域の方と共に対話する手法についてワークシートを活用して実施

しました。地域の実情に合わせた，地域課題の解決方法について地域

ケア会議を通じて，継続して検討していきます。みまもっとＰＲ活動

については，有機的なネットワークづくりの結果として，小中学生へ

の認知症サポーター養成講座の実施や地域の多様な分野と連携し事

業が実施できました。 

 

 調布市内の高齢者人口の最多地区を担当し，地域のセーフティネット，また，地 

域包括ケアを支える拠点として，高齢者や障害を持つ方々が地域で安心して暮らせ 

るように，数多くの相談を受けるとともに，医療や介護などの関係機関と密な連携 

を図りました。とりわけ，コロナ禍の引きこもり，不活発な状況が継続することで

精神的な不安定さを抱える独居高齢者の増加，家族の支援が届きにくく，発見が遅

くなる高齢者等の生活課題について，社内外の事例検討の場を活用し，多角的な課

題の発見や解決のための意見交換を積極的に実施してまいりました。 

また，参集形式では会議開催が難しい学習会，会議についてはオンライン（ＺＯ

ＯＭを活用した開催）を積極的に取り入れ，事業継続ができるよう工夫をしました。 

 

（ア）総合相談事業 

区分 令和3年度 令和2年度 

相談件数 8,640件 6,956件 

実態把握人数 933人 845人 

   

（イ）介護予防 

 新型コロナウイルス感染症の影響で，フレイル高齢者が増えたことを課題と捉

えました。介護教室では，講義と実践を連動させた内容で開催し，フレイル予防

について普及啓発することができました。 

区分 実施日・回数等 参加者数 

介護教室 

コロナ禍だからこそでき

る健康づくり！～まだ間

に合う！フレイル予防～ 

令和3年6月17日(木) 19人 

コロナ禍だからこそでき

る健康づくり！～自宅で

簡単，健康づくりの運動～ 

令和3年6月29日(火) 19人 
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（ウ）介護予防マネジメント 

区分 令和3年度 令和2年度 

介護予防ケアプラン作成件数 2,394件 2,197件 

介護予防ケアプラン委託件数 1,127件 839件 

 

（エ）権利擁護 

 令和３年度は虐待予防相談及び成年後見制度，消費者被害等の相談ともに，２

割強から３割程度件数が増加しました。管轄エリアの拡大と共に，コロナ禍の閉

塞性やサービス提供の不安定さ等の影響が多くあったと考えています。 

区分 令和3年度 令和2年度 

虐待予防相談 160件 131件 

成年後見制度の活用推進，消費者被害の防止等 

の相談 
167件 132件 

 

（オ）包括的・継続的ケアマネジメント支援 

 令和３年度は１０９件のケアマネジャーからの相談を受理しています。医療連

携，利用者家族との関係構築など多様な相談を受けました。研修においては，介

護報酬改定後の理解共有を図るための企画とリハビリ職との連携で自立支援・重

度化防止を再確認する機会を持ちました。地域課題については，地域包括支援セ

ンター内の三職種が連携し，地域の多様な参加者と意見交換の場を構築できまし

た。 

区分 内容 

ケアマネジャ

ー支援 
適正なケアマネジメントのための支援：109件 

ケアマネッ

ト・事例検討

会 

「介護保険報酬改定の

理解促進～加算の理解

～」 

令和3年6月29日(火) 49人 

「重度化防止・自立支

援を意識したケアマネ

ジメント～リハビリ職

との連携～」 

令和4年1月14日(金) 35人 
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事例検討会（勉強会） 

① 令和3年4月20日(火) 

② 令和3年9月21日(火) 

③ 令和3年10月19日(火) 

④ 令和3年12月21日(火) 

⑤ 令和4年2月25日(金) 

⑥ 令和4年3月24日(木) 

計113人 

地域ケア会議 

「生活の質を高めるIT

化について考える～新

型コロナウイルス感染

症で促進されたIT化に

上手に対応しよう～」 

令和3年6月3日(木) 33人 

「高齢者のIT化活用に

伴うリスク（詐欺被害）

について考える」 

令和3年11月2日(火) 29人 

「高齢期の生活を支え

る社会資源」 
令和4年1月28日(金) 22人 

地域ケア会議

（ 関 係 者 会

議） 

担当者が集まって個別事例の課題把握や処遇検討を行う：7件 

 

（カ）認知症対策 

 令和３年度は「認知症サポート月間」（９月）に認知症当事者・家族・認知症支

援者が参画し，認知症への理解促進，認知症になっても暮らしやすい街づくりを 

テーマに研修や講演会を開催しました。また，見守りネットワーク事業の担当者

との連携において，小学生，中学生への認知症サポーター養成講座を実施しまし

た。 

区分 内容 

認知症相談 認知症にまつわる相談：213件 

認知症サポ

ーター養成

講座 

調布ヶ丘児童館 令和4年1月6日(木) 36人 

アイセイ薬局 
① 令和3年12月11日(土) 

② 令和4年1月22日(土)延期 
8人 

フルセン歯科 令和4年2月3日(木) 15人 

調布市立第六中学校 令和4年3月14日(月) 68人 

 

（キ）見守りネットワーク事業 

 コロナ禍でイベント等の中止やオンライン化がある中，見守りの強化，事業へ 
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の協力拡大を目標に地域へのＰＲ活動を実施しました。新圏域を意識し，関連機

関・団体に個々に連携強化について声掛けをしてきました。公社ホームページ，

広報紙ゆうあい，みまもっと便りを活用し，地域住民への普及啓発を実施しまし

た。 

区分 令和3年度 令和2年度 

通報件数 80件 60件 

ＰＲ件数 339件 300件 

 

（ク）地域ネットワーク構築 

 Ａゾーン会議の構築を目標として，見守りネットワーク担当が中心になり，ネ

ットワークづくりを推進しました。結果，Ａゾーン会議に２６人の多様な職種，

役割を持つ方の参加がありました。 

区分 実施日・回数等 参加者数他 

広報協力員

研修，連絡

調整会 

① 施設見学 

「東京さつきホスピタ

ル」 

② 学習会 

「終活～メモリード」 

① 令和3年9月1日(水) 

  令和3年9月2日(木） 

 

② 令和3年12月7日(火) 

① 8人 

 

 

② 7人 

ＰＲ訪問 

市の世帯状況調査で訪

問を希望した高齢者に

広報協力員が訪問し，市

の施策や事業等の紹介 

新規訪問 1回 

※電話，書類送付 

13世帯 

15人 

継続訪問 1回 

※電話，書類送付 

2世帯 

4人 

民生児童委員と広報協

力員連絡会 
令和3年5月24日(月) 19人 

地域ネット

ワークづく

りのための

会議 

地域支援推進員等との連絡会 5回 

Ａゾーン会議（地域課題

解決会議） 

令和3年12月16日(木) 

※随時の会議なし 
26人 

   

（ケ）出前講座 

区分 実施日・回数等 
参加者

数 

「いま，知っておこう介護保険」（マ

ンション国領） 
令和3年4月11日(日) 11人 

「知っておこう介護保険」（調布市第

四地区民生児童委員協議会） 
令和3年4月21日(水) 22人 

「みまもりさん養成講座」（西山谷東

部自治会） 
令和3年7月11日(日) 9人 
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「認知症のこと，介護のこと，家族の

こと」（調布ゆうあい福祉公社協力会

員） 

令和4年2月1日(火) 4人 

「10の筋力トレーニング体験会」 

① 令和3年11月26日(金） 

  ゆうあいサブセンター 

② 令和4年3月25日(金) 

  お花見（たんぽぽ保育園・ 

  柳会自治会主催） 

① 3人 

 

② 25人 

「10の筋力トレーニング立ち上げ支

援」 

① 令和3年11月6日(土) 

  調布南キリスト教会 

② 令和3年12月4日(土) 

  調布南キリスト教会 

③ 令和4年1月15日(土) 

  調布南キリスト教会 

① 6人 

 

② 10人 

 

③ 8人 

「10の筋力トレーニング継続支援」 
令和3年10年21日(木) 

くすのき木曜会 
12人 

 

（コ）一般施策判定業務 

区分 令和3年度 令和2年度 

判定数 332件 284件 

 

（サ）介護保険要介護認定調査 

区分 令和3年度 令和2年度 

認定調査件数 5件 12件 

  

ウ 軽度生活援助事業 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

延べ利用時間数 206時間 215時間 

延べ利用者数 36人 27人 

評価 
介護保険制度だけでは対応できないケースに対する支援体制の維

持は必要であるため継続していきます。 

 

 介護保険サービスにおける支給限度額内のサービスだけでは支援体制を構築でき

ないケースや，本人の認知機能症状で介護保険サービスの受入れができないケース

に介入し，継続的な支援を実施しました。延べ利用者は目標に届かないものの，サ

ービス提供延べ時間数は目標に到達しました。 
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区分 利用者延べ数 
サービス提供 

延べ時間数 

サービス提供 

延べ回数 

見守り事業 
令和3年度 27人 215時間 215回 

令和2年度 24人 206時間 206回 

 

（４）介護保険事業（自主事業）による自立支援の推進  

ア 訪問介護事業，障害者訪問介護事業 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

延べ利用時間数 11,700時間 11,760時間 

介護職カフェ（介護技術勉強会）

開催回数（再掲） 
4回以上 1回 

評価等 

〇延べ利用時間数 

目標値に到達しました。適正規模に注視し事業を運営しました。今後も新

たな雇用形態の創出を行い，職員の確保を積極的に行っていきます。 

〇介護職カフェ 

 感染症対策をしながら１１月１０日(水)に１回開催 

 

（ア）訪問介護事業 

 安定した事業運営を目指し，月次での収支状況の確認を行い，法人内で情報共

有するとともに，日常業務の見直しを行い効率化を図りました。また，調布市福

祉人材育成センターで実施されている介護職員初任者研修，高齢者家事援助ヘル

パー養成研修講師派遣等を通じ，福祉人材の育成と地域への還元の一助を担いま

した。介護職カフェは感染症対策をしながら，１回のみ開催することができまし

た。 

 

（イ）障害者訪問介護事業 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき，居宅

介護・重度訪問介護の対象者が，地域で安心して自立した在宅生活を継続できる

ように，サービス提供に努めました。 

 

区分 

利用者数（上：延べ人数，下：％） 
訪問時間数 

訪問回数 

要支援 

1 

要支援 

2 

要介護 

1 

要介護 

2 

要介護 

3 

要介護 

4 

要介護 

5 
合計 

 

令和3年度 
169 193 234 246 109 72 109 1,132 9,108時間 

14.9 17.1 20.7 21.7 9.6 6.4 9.6 100.0 11,962回 

令和2年度 
110 193 216 209 119 53 117 1,017 8,399時間 

10.8 19.0 21.2 20.6 11.7 5.2 11.5 100.0 10,953回 
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区分 利用者数 サービス提供時間数 サービス提供回数 

令和3年度 279人 2,652時間 1,950回 

令和2年度 303人 3,005時間 2,159回 

 

（ウ）定期研修 

区分 回数 参加者数 

定期研修 年12回 延べ245人 

 

（エ）介護職カフェ（介護技術勉強会） 

区分 実施日 参加者数 

介護職カフェ（介護技術勉

強会）（再掲） 
11月10日(水) 5人 

  

イ 居宅介護支援事業，介護保険要介護認定調査事業 

第 2次中期

計画 

目標・成 

果指標 

項目 
目標値 

令和3年度 
実績 

ケアプラン作成数 1,490件 

1,197件 

①  介護 延べ 1,151件 

②  予防 延べ 46件 

福祉専門職スキル

アップ研修（再掲） 
－ 

派遣依頼なし 

（市内に各種の職能団体が

設立されたことで研修主催

の主体がそちらに移り，公

社の役割は主に講師の派遣

へと変化） 

評価等 

〇ケアプラン作成数 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴うサービス調整が業務を圧

迫，また，年度途中での職員欠員により，新規契約の対応が積極

的に行えず目標数値を達成できませんでした。 

 

（ア）居宅介護支援，介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント 

利用者が，住み慣れた地域でその方の望む生活を実現し，可能な限り継続がで

きるように，適切なアセスメントと課題分析を行うとともに，公的制度や地域の

社会資源を活用したケアマネジメントを行いました。令和３年度は，４月に特定

事業所加算の取得が叶いましたが，年度途中で職員に欠員が生じたことから，１０月

に取り下げることとなりました。同様にケアプラン件数も目標数値を達成できな

い結果となりました。 
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  （上：延べ利用者数，下：％） 

年度 要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合 計 

令和3年度 

17 29 263 404 205 151 128 1,197 

1.4 2.4 22.0 33.8 17.1 12.6 10.7 100.0 

令和2年度 

22 26 396 537 237 118 115 1,451 

1.5 1.8 27.4 37.0 16.3 8.1 7.9 100.0 

 

（イ）介護保険要介護認定調査事業 

調布市の介護保険制度運営のため，介護保険法に基づく要介護認定調査を行い

ました。 

区分 令和3年度 令和2年度 

認定調査件数 4件 3件 

  

ウ デイサービスぷちぽあん事業 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和3年度 
実績 

延べ利用者数 
2,310人 

（稼働率 75.0％） 

2,057人 

（稼働率 66.7％） 

地域開放支援事業 15回 6回 

家族会開催回数 2回 1回 

評価等 

〇延べ利用者数 

 感染症対策に伴う人数制限等もあり，目標としていた利用者数には達しま

せんでした。 

〇地域開放支援事業 

 ひだまりサロンの限定的開催のみで，令和２年度に引き続き自治会への開

放はありませんでした。 

〇家族会開催 

まん延防止等重点措置に伴い，年 1回の開催のみとなりました。 

  

 令和３年度においても新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業運営となり

ました。職員体制も欠員などで流動的でしたが，大きな事故や施設内感染も発生す

ることなく何とか１年経過できたという状況でした。新型コロナウイルス感染症に

ついては利用者や家族にも御理解御協力を得ることができ，利用の自粛も限定的で，

通所サービスの必要性を再確認することができました。活動室（フロア）も定員１２人

だと密な状況で，テーブルにパーテションを設置すると手狭になるため，レイアウ

トの検討も行いました。 
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認知症の周辺症状（いわゆるＢＰＳＤ）に伴い，大きな声が出る，他者との関係

に注意が必要など，きめ細かなサービスの提供のため，職員間のコミュニケーショ

ンを重視してケアの統一ができるように努めました。 

防災（減災）については，事業所の立地場所が土砂災害警戒区域に一部指定され

ており，防災備蓄の準備，避難経路計画作成，周辺自治体との協働も含めて対策を

検討しました。 

その他，ボランティアの活動再開や新しいボランティアの参加，家族会への初参

加者など，新しい人材も入ってきた嬉しい年でもありました。 

 

（ア）デイサービスぷちぽあん事業                

区分 令和3年度 令和2年度 

認知症対応型通所介護 
延べ人数 2,057人 2,148人 

1日平均 8.0人 8.3人 

介護予防認知症対応型

通所介護 

延べ人数 0人 0人 

1日平均 0人 0人 

 

（イ）運営推進会議 

 情報の公開及び地域との連携・交流を確保し，サービスの質の確保・向上を図

るため，利用者の家族や地域住民の代表者，サービスに知見を有する方に委員と

して参加頂きました。感染拡大防止に伴い，１回目は書面開催としましたが，２

回目は対面開催ができました。 

開催日 

令和3年5月17日(月)（書面開催） 

令和3年11月15日(月) 

 

（ウ）ぷちぽあん事業運営協議会 

 協議会活動はここ数年開催されておらず，引き続き運営推進会議への統合の提

案（協議）を検討していきます。 

開催日 

開催なし 

   

（エ）家族会 

年１回の開催となりましたが，新しく３人の御家族が出席してくださり，日頃

の介護の悩みや苦労を共有し，認知症への理解を深めることができました。 

開催日 参加者数 

令和3年12月22日(水) 5人 
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（オ）地域開放支援事業 

地域開放支援事業では，ひだまりサロンへの施設貸出を実施しました。 

区分 令和3年度 令和2年度 

ボランティア受入れ 活動者数 延べ183人 延べ212人 

ひだまりサロン実施支援 
実施回数 6回 0回 

参加者数 延べ51人 0人 

地域交流会支援 
実施回数 0回 0回 

参加者数 0人 0人 

施設貸出 
貸出回数 0回 0回 

参加者数 0人 0人 

施設開放 
貸出回数 6回 0回 

参加者数 延べ51人 0人 

 

（５）公益法人として先駆的な役割を果たすための事業の推進 

ア 普及啓発事業 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

福祉講演会の参加者率 会場定員 70％以上 83％ 

協力会員・登録ボランティア説

明会 延べ参加者数 
60人 48人 

出張説明会 10回 9回 

評価等 

〇福祉講演会 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響で会場定員の半数で開催し７５人参加

しました。会場定員８０％を超える参加がありました。 

〇協力会員・登録ボランティア説明会延べ参加人数 

 ９回各地域に出張等し，開催しましたが，延べ参加者数は達成できません 

 でした。 

〇出張説明会 

 民生委員地区協議会や飛田給小学校地区協議会，シルバー人材センターと共

催でシニアの働き方講座に出張しましたが，新型コロナウイルス感染症拡大

により，目標回数は達成できませんでした。 

 

 協力会員や登録ボランティアを拡大するため，市内の地域福祉センターに出張し

て協力会員募集説明会を開催し，普及啓発に努めました。また，令和３年度初めて

の試みとして，市内・近隣他市を運行するバスの車内に協力会員募集の広告を掲載

し担い手の募集に努めました。 

住民参加型サービスの活用促進のため，広報紙ゆうあいでは住民参加型サービス
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の特集を組んで全戸配布し，ひだまりサロン，自治会，公民館等へは出張して住民

参加型事業の普及啓発に努めました。 

令和３年度も新型コロナウイルス感染症拡大による事業規模縮小に伴い，目標回

数・目標参加人数の達成ができないものが多くありました。そのため，非対面でも

市民・会員の方々と繋がるためのフェイスブック，協力会員向け公式ＬＩＮＥを開

設，ＺＯＯＭを活用して協力会員サロンやケアラー学習会を開催しました。 

 

事業名 実施回数 参加者数 備考 

福祉講演会 

市民相互の支

え合いとあた

たかい地域づ

くりを目指

し，地域福

祉・ボランテ

ィア活動の啓

発 

年1回 75人 

講演会テーマ「つながり

が健康を育む～暮らし

ているだけで長生きで

きる街とは～」 

 

広報 

機関紙「ゆう

あいほっとら

いん」 

年6回 － 2,500部／回  

広報紙「ゆう

あい」 
年2回 － 

13万部／回 

(内12万8,000部を市内

全域にポスティング，

2,000部を関係機関に配

架等) 

ホームページ 随時更新 － 
イベント情報を随時更

新 

ＳＮＳ（ソー

シャルネット

ワーキングサ

ービス） 

随時更新 － 

フェイスブック，協力会

員向け公式ＬＩＮＥに

よる情報提供 

出張説明会 年9回 189人 

民生委員地区協議会，自

治会，シルバー人材セン

ター共催イベント等 

協力会員・登録ボランティア

説明会 
年47回 延べ48人 

「ちょこっとさん」登録

ボランティア説明会と

共催 

生きがい

介護予防

男性のための料

理講座 
年1回 中止 5日コース 
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講座 フォークダンス

講座 
年1回 延べ34人 4日コース 

介護予防

社会参加

事業 

「だいこんの会」 月1回 － 

生きがい介護予防講座

修了者の自主グループ 

ゆうあいフォー

クダンス友の会

「フレンズ」「す

みれ」 

各月3回 － 

調布市食

事サービ

ス連絡会 

市内配食事業者

との連絡会にお

いて，情報・課題

の共有，課題解

決への検討 

年1回 
5事業者より 

7人参加 

テーマ「今後のコロナ禍

の対応について 

考えていること」 

家族介護

者支援事

業（再掲） 

だれでもカフェ

(認知症カフェ) 

月1回 

（計6回）令

和3年4，5，7，

8,9月,令和4

年1月中止 

参加者 

延べ63人 

〇だれでもカフェこく

りょう(毎月第4日曜

日) 

※10の筋力トレーニン

グ，ハンドベル，男性

介護者のつどい等 

〇だれでもカフェぷち

ぽあん 

（新型コロナウイルス

感染症の影響により

中止） 

調布市認知症高

齢者等を介護す

るケアラー支援

マップの改訂 

※広報に再掲 

年1回 

 
－ 

令和4年2月20日(日)広

報紙ゆうあい23号にて

第10版を掲載。ケアラ

ーを支えるグループ15

件，相談窓口，地域密

着型サービ等の情報を

掲載 

家族介護者向け

介護技術講座 

 

 

年2回 

 

52人 

○「体感して学ぶ介護の

コツ」染地地域福祉セ

ンターで開催 

令和3年11月4日(木) 

参加者15人 

〇傾聴の基本を学ぼう 

令和4年3月9日（水） 

参加者37人 
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認知症サ

ポーター

養成講座

（再掲） 

認知症サポータ

ー養成講座 
54回 1,322人 

地域で開催される認知

症サポーター養成講座

の実施，キャラバンメイ

トの調整・派遣 

認知症サポータ

ーフォローアッ

プ研修 

1回 41人 

地域見守り訓練の実施，

認知症の人を介護する

家族への理解を深める

講演会（9月開催予定だ

った地域見守り訓練は

新型コロナウイルス感

染症の影響により中止） 

認知症サポータ

ーの活躍の場リ

スト 

1回 － 

認知症サポーター活躍

の場の情報を更新・発

行し市内全戸配布 

  

イ 人材育成事業 

第 2次中期計

画 

目標・成果指

標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

協力会員研修延べ参加人数（市民公

開講座に参加した市民を含む） 
200人 247人 

ゆうあい福祉セミナーの参加人数 10人 
感染拡大防止

のため中止 

介護職カフェ（介護技術勉強会），及

び福祉専門職スキルアップ研修の延

べ参加人数（再掲） 

60人 5人 

評価等 

〇協力会員研修延べ参加人数（市民公開講座に参加した市民を含む） 

参加人数が減少傾向にありました。様々なニーズに応じることができ

るよう各種研修の充実に努めていきます。 

〇ゆうあい福祉セミナーの参加人数 

２月に開催を予定していましたが，感染拡大防止の観点から，開催を

中止しました。 

○介護職カフェ 

 感染症対策をしながら１１月１０日(水)に１回開催しました。 

 

 公社の理念である「市民相互の助け合い」と「自立支援のための質の高いサービ

スの提供を通じてあたたかい地域づくり」を推進するために，介護の担い手や協力

会員及びボランティアの育成，並びに専門資格の取得を目指す実習生の受入れや各

種講座・研修等の開催など，様々な「学びの場」を提供し，介護や地域福祉の担い

手となる人材育成に努めました。 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で，例年どおりに実習機関として外部から

実習生を受け入れられませんでした。本事業において，住民参加型在宅福祉サービ

ス事業と地域包括支援センターの事業を併せ持つ公社は，介護保険事業について総
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合的に学べる法人として，医療，福祉及び教育など裾野の広い分野における育成・

実習機関となっています。また，地域においては，各種の講習会・勉強会等に，公

社の職員を講師として派遣するなど福祉サービス向上に貢献しています。 

 

事業名及び内容 実施日又は回数 参加者数 

ゆうあい福祉セミ

ナー 

親子で認知症サポータ

ー養成講座 

感染拡大防止のため

中止 
－ 

実習生の受入れ 

大学，専門学校等から

社会福祉援助技術や

教員免許取得等の実

習 

35日（延べ日数） 13人 

福祉専門職講師派遣 

地域の福祉人材育成を

支援するため公社職員

を派遣 

11回 － 

協 力 会

員研修・

登 録 ボ

ラ ン テ

ィ ア 研

修 

 

定例会 

協力会員の交流を深め

るとともに地域づくり

の一員としての役割を

学ぶ 

年4回 延べ107人 

基礎研修 
協力会員登録時に活動

のための基礎を学ぶ 
年21回 延べ31人 

食事サー

ビス 

新人研修 

調理実

地研修 
8日コース 7人 

配達実

地研修 
4日コース 13人 

スキルアップ

研修 

食品衛

生講習 
1回 31人 

調理実

習 

感染拡大防止のため

中止 
－ 

安全運

転講習 
1回 51人 

ホームヘ

ルプサー

ビス 

スキルアップ

研修 

車いす

の介助

方法の

講習 

1回 7人 

介護予防サロン 

高齢者でも参

加できる社会

参加の機会提

グリー

ンクラ

ブ 

月2回 延べ49人 
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供，介護予防・

地域づくりに

向けた支援 

ゆうあ

いネッ

ト倶楽

部 

週1回 延べ107人 

おなか

まクラ

ブ 

月1回 延べ19人 

認知症サポーター

養成講座事業（再

掲） 

認知症サポーター養成

講座 
54回 1,322人 

認知症サポーターフォ

ローアップ研修 
1回 41人 

認知症サポーターの活

躍の場リスト 
1回 更新・発行 

介護職カフェ（介護

技術勉強会）（再掲） 

 

令和3年11月10日(水) 1回 5人 

福祉専門職スキル

アップ研修（再掲） 

介護技術勉強会 
感染拡大防止のため

中止 
－ 

ケアマネカフェ 
感染拡大防止のため

中止 
－ 

 

ウ 調査研究開発事業 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

実践活動報告数 1回 実施なし 

調査実施数（内部調査，実証

研究調査，新規・改善事業調

査） 

2回 2回 

評価等 

○実践活動報告 

令和３年度は，新型コロナウイルス感染症拡大に伴い実践活動報告の場はあ

りませんでしたが，協力会員に対するアンケートの結果をまとめ，アンケー

ト報告書を作成し全員に配布しています。 

○調査実施数 

フレイル予防のアンケート調査については，総合事業通所型サービス（市基

準）において令和２年度から開始し，現在も継続的にデータの蓄積をしてい

ます。令和３年度は低栄養予防も重視し，６月，１２月にアンケートを行い
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取組 内容 

実践活動報告 
新型コロナウイルス感染症拡大に伴い活動報告の実施はありませ

んでした。 

関係協議会等への

参加 

公社事業の実践活動を生かし，調布市内・外の医療・福祉・介護

に関する２８協議会等に参画しました。 

 

（６）健全な公社運営 

ア 法人運営及び組織体制の強化・充実 

 働き方改革への対応について，令和３年４月に策定した次世代育成支援法及

び女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画について，職員に周知するとと

もに，時間外労働の縮減・年次有給休暇の取得促進等の啓発に努めました。ま

た，同一労働同一賃金（均衡均等待遇の実現）への対応として，正規職員と非常勤

職員に適用している労働条件の課題整理や新たな人事・給与制度構築の検討を専門

家（社会保険労務士）の指導のもと取り組みました。 

 このほか，令和２年度から試行として導入した人事評価制度について，一般職や

非常勤職員に対象を広げ，人材育成に向けた取組を拡充しました。 

 

第 2次中期計

画 

目標・成果指

標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

労働安全衛生に関す

る研修実施 
2回 

・8月 17日(火)全体研修「施

設における災害時対策」 

参加者 30人 

・10月 28日(木)全体研修

「腰痛予防体操」 

 参加者 20人 

・11月 10日(水)～11月 24

日(水)全体研修「ハラスメ

ント研修（オンライン）」 

参加者 11人 

・2月 25日(金)「感染防護服

着脱研修」 

参加者 7人 

年次有給休暇の取得

促進 

65％ 

※付与（時間・日

数）に対して 

 50％以上消化

できた職員の

83.3％ 

・正規職員 17/26人 

 65.4％(令和 3年 1月付与か 

  ら 1年間) 

・非常勤職員 63/70人 

ました。また一般高齢者へのアンケート調査を１１月に行いました。令和４

年度もこれらのデータを蓄積し，効果的な予防方法について検証を深めてい

きます。 
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割合  90.0%(令和 3年 4月付与か 

 ら 1年間) 

全職員の所定外労働

時間（年間） 
9,000時間 

5,328時間 

次世代育成支援対策推進行動

計画に基づき，ノー残業デー

等の取組を推進しました。 

主任ケアマネジャー

の人数 
3人以上 

5人 

資格取得への取組を進めまし

た。 

全職員の外部研修参

加割合 
55％ 

33.3％ 

（35人参加/全職員 105人中） 

評価等 

労働安全衛生の啓発を図るため，防災・感染拡大防止など研修テーマ

を拡充し，実施しました。 

外部研修への参加については，新型コロナウイルス感染症の影響もあ

り，目標を達成できませんでした。 

 

区分 内容 

会員・ボランティア基盤の拡充 

・公式ＬＩＮＥを開設（協力会員向けの情報発信）

しました。 

・7月10日(土)から京王電鉄バス車内広告（協力会

員募集）の掲載を開始しました。 

・9月5日(日)広報紙ゆうあい(賛助会費振込用紙

付)を発行しました。 

・10月から京王線国領駅地図広告（周知，ブラン

ディング）の掲載を開始しました。 

ＰＤＣＡマネジメントサイクル構築 

・事業進捗状況確認シート・月次損益推移表等を

作成し，経過や状況等の把握に努め，適宜理事

会等に報告しました。 

制度改正などへの対応・検討 

・同一労働同一賃金，人事評価，人材育成等に係る

打ち合わせを社労士と実施しました（13回）。 

・10月に東京都最低賃金改定への対応を実施しま

した。 

労務管理体制の強化 
・4月に「一般事業主行動計画」を策定しました。 

・衛生委員会を開催しました（8回）。 

専門資格の取得の促進 
自身の業務やキャリア形成に生かすことができる

資格取得・外部研修等の活用を促しました。 
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将来を担える職員の育成 

・人事評価制度を一般職（試行）に拡大，育成面談

における一般職からの満足度・意見を調査し，

その結果について管理職にフィードバックしま

した。 

・8月に自分の強み・弱み/自己認識支援診断・検

査・テストＨＣｉ－ＣＦＭ（ヒューマンキャピ

タル研究所）の試行を行いました。(正規職員 3

人) 

・11月に管理職適性検査「ＨＣⅰ－ＯＰＣＳ」を

実施しました。(正規職員 23人) 

・人材育成，社員研修サービスの検討（Ｂｉｚ Ｓ

ＣＯＲＥ Ｂａｓｉｃ等）を行いました。 

ＩＴシステム活用による業務効率化 

・（デイサービス）タブレットシステムの運用方法

について検討しました。 

・（居宅介護支援，訪問介護）タブレットシステム

の導入を検討しました。 

・8月に人事給与システムをクラウド化しました。 

・クラウド型人事評価・タレントマネジメントシ

ステムの導入を検討しました。 

・業務効率化に向けた勤怠，人事，給与システムの

アップデートを検討しました。 

危機管理（リスクマネジメント）の強

化 

・12月に国領高齢者在宅サービスセンターを対象

とした「社会福祉施設避難確保計画（水害）」を

作成しました。 

・ＢＣＰ計画の策定に向けて情報収集を行いまし

た。 

・第3回理事会（1月20日）で，「上半期苦情解決状

況」「上半期事故報告」を報告しました。 

 

イ 自主的，自立的経営に向けた財政基盤の強化 

 新型コロナウイルス感染症については，リスクマネジメントや危機管理の徹底を

図り，その影響は限定的なものとなりました。今後については，アフターコロナを

見据え，経営・事業運営を正常化していくことが課題です。 

 介護保険事業（ぷちぽあん・訪問介護事業・居宅介護支援事業の自主３事業）に

ついては，厳しい事業環境の中にあっても，訪問介護事業を中心に利用数の回復が

見られるなど明るい兆しが見られました。収支管理・適正化の徹底に努め，３事業

合計での収支均衡を達成することができました。 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項目 
目標値 

令和 3年度 
実績 

自主事業の収支 

（3事業合計） 
収支均衡（±0） 539万 7,529円 
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モニタリングシ

ート対策達成率 
70％ 

・ぷちぽあん 63.9％ 

・訪問介護 93.1％ 

・居宅介護支援 61.1％ 

賛助会員数 240人 
264人 

（内訳 個人 258人，6団体） 

評価等 

自主事業の収支について，３事業合計では収支均衡（黒字）を

達成しましたが，居宅介護支援事業は，欠員により令和３年１０

月から特定事業所加算を取り下げたことによる大幅な減収が響き

赤字となりました。訪問介護事業（障害者訪問介護含む）は，近

年，減収傾向が続いていましたが，利用数の回復が見られ令和２

年度対比で，増収となり黒字でした。デイサービスぷちぽあん事

業については，横ばい傾向でしたが，収支管理を徹底し黒字を確

保することができました。 

モニタリングシート対策達成率については，居宅介護支援・ぷ

ちぽあん２事業で目標未達となりました。新型コロナウイルス感

染症の影響など様々な課題がある中で，これらを見据えた目標設

定・目標管理が課題です。 

賛助会員数は，令和３年度，初めての試みとなる広報紙ゆうあ

い（郵便振込用紙の印刷）の効果もあり，新規の賛助会員獲得に

つながりました。 

 

区分 内容 

モニタリングシートの活

用 

毎月の目標設定，収支確認。目標値とのかい離要因分析

に努めました。 

寄附金収入の拡充 

市民・利用者・家族等に対して，公社の取組をより知っ

ていただくため，機関紙ほっとらいんのカラー化を継続

し，分かりやすい紙面づくりに努めました。 

賛助会員の拡充 

広報紙ゆうあい第22号（令和3年9月5日発行）にて，住

民参加型事業のＰＲを行うとともに，初めての試みとし

て紙面に郵便振込用紙を印刷し，賛助会員募集を行いま

した。 

 

５ その他の報告事項                                

（１）役員等及び会議に関する事項 

ア 役員等名簿（令和４年３月３１日現在） 

（ア）理事・監事 

役職名 氏名 役職名 氏名 役職名 氏名 

理事長 花角美智子  理事 西 田 伸 一  理事 中 里 繁 夫  

副理事長 山 口 征 子  理事 橋 本 郁 子  監事 老川多加子  
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常務理事 塚 本 栄  理事 泰 山 涼 子  監事 加瀬亜里  

 

（イ）評議員 

氏名 氏名 氏名 氏名 

小 川 時 雄  小 西 健 博  宇治和子  荻 本 末 子  

荒井敏  古 屋 育 子  田 中 晶 子  野澤薫  

 

イ 会議の開催 

（ア）理事会 

開催年月日 件名 結果 

令和 3年 4月 27日 

（第 1回定時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・専決処分の承認について 

（事務局職員会議設置規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（福祉サービスに関する苦情解決実施規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（高年齢者雇用規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（調布市国領高齢者在宅サービスセンター（通所介護及び調

布市介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス））

運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（国領高齢者在宅サービスセンター（認知症対応型通所介護

及び介護予防認知症対応通所介護）運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（指定介護予防支援事業所運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（居宅介護支援事業（介護予防支援事業及び調布市介護予

防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメ

ント事業）運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（指定訪問介護事業所運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（指定居宅介護，重度訪問介護事業所運営規程の改正） 

・専決処分の承認について 

（入間町地域密着型認知症デイサービスぷちぽあん運営規

程の改正） 

・専決処分の承認について 

（令和 2年度収支補正予算第 3号） 

・専決処分の承認について 

（令和 2年度収支補正予算第 3号） 

承認 

 

承認 

 

承認 

 

承認 

 

 

 

承認 

 

 

承認 

 

承認 

 

 

 

承認 

 

承認 

 

承認 

 

 

承認 

 

承認 
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令和 3年 9月 21日 

（第 2回定時・書面） 

 

 

 

 

令和 4年 1月 20日 

（第 3回定時） 

 

 

 

 

令和 4年 3月 10日 

（第 4回定時） 

 

・令和 2年度事業報告（案）について  

・令和 2年度収支決算（案）について  

・令和 3年度定時評議員会の開催について 

・理事長及び常務理事の職務の執行状況について 

・令和 2年度下半期苦情解決状況について 

・令和 2年度事故報告について 

 

・専決処分の承認について 

（令和 3年度収支補正予算第 1号）について 

・嘱託職員等就業規則の改正（案）について 

・ホームヘルパー就業規則の改正（案）について 

・家事援助ヘルパー就業規則の改正（案）について 

 

・理事長及び常務理事の職務の執行状況について 

・令和 3年度上半期苦情解決状況について 

・令和 3年度上半期事故報告について 

・令和 4年度事業計画（素案）について 

・令和 4年度収支予算（素案）について 

 

・令和 4年度事業計画（案）について 

・令和 4年度収支予算（案）について 

・令和 3年度第１回臨時評議員会の招集について 

・令和 3年度決算見込（自主事業）について 

・調査研究開発事業（フレイル予防調査）について 

・基本財産の運用状況について 

可決 

可決 

可決 

報告 

報告 

報告 

 

承認 

 

承認 

承認 

承認 

 

報告 

報告 

報告 

協議 

協議 

 

可決 

可決 

可決 

報告 

報告 

報告 

               ※「承認」は専決処分に係る案件 

 

（イ）評議員会 

開催年月日 件名 結果 

令和 3年 5月 13日 

（定時） 

 

令和 4年 3月 25日 

（第 1回臨時） 

・令和 2年度事業報告について 

・令和 2年度収支決算について 

  

・令和 4年度事業計画について 

・令和 4年度収支予算について 

・令和 3年度決算見込（自主事業）について 

可決 

可決 

 

報告 

報告 

報告 

 

（２）公社外部委員会等一覧表及び実習生受入実績 

ア 公社外部委員会等一覧表 

1 調布地域精神保健福祉ネットワーク連絡会 

2 調布市地域福祉推進会議 

3 調布市相談支援包括化推進会議（本会議／部会） 

4 調布市高齢者福祉推進協議会 

5 「調布市見守りネットワーク事業」関係団体ネットワーク会議Ｂゾーン 
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6 調布市認知症連携会議 

7 認知症対応型通所介護事業所連絡会 

8 調布市養護老人ホーム入所判定委員会 

9 調布市介護保険認定審査会（委員） 

10 調布市障害支援区分判定審査会（委員） 

11 調布市障害者地域自立支援協議会 

12 調布市健康危機管理対策本部連絡会（招集時のみ） 

13 調布市社会福祉協議会（評議員） 

14 調布市高次脳機能障害者支援機関連絡会 

15 調布市福祉人材研修センター運営委員会（委員） 

16 介護保険サービス事業者調布連絡協議会（役員／委員） 

17 社会福祉法人くすのき会（評議員） 

18 調布市高齢者救急業務連絡協議会（役員） 

19 調布消防署住宅防火等推進協議会（役員） 

20 地域密着型サービス運営推進会議（グループホームさくらさくら） 

21 地域密着型サービス運営推進会議（調布八雲苑） 

22 こくりょうみんなの広場（国領小学校地区協議会）運営委員会 

23 くすのき商店会 

24 全国食支援活動協力会 

25 調布市食事サービス連絡会 

26 東京都社会福祉協議会住民参加型たすけあい活動部会（役員） 

27 東京都社会福祉協議会東京都高齢者福祉施設協議会（会員） 

28 調布市在宅療養推進会議 

 

イ 実習生受入実績(介護職員初任者研修・社会福祉士・看護師) 

学校名等 実習名 日程 日数 人数 

調布市社会福祉協議会 介護職員初任者研修 10/19～10/27 1 日 4 人 

日本大学 
ソーシャルワーク実習 

(社会福祉士) 
6/1～7/1 24 日 1 人 

杏林大学保健学部 公衆衛生看護学実習Ⅰ 9/1～9/13 2 日 2 人 

東京慈恵会医科大学医学部看護学科 地域連携実習 2/17～2/18 2 日 2 人 

東京都福祉人材センター 職場体験 9/22～1/5 6 日 4 人 

   合計 35 日 13 人 

 

（３）職員研修の実績 

ア 業務研修 

№ 研修日 研修名 主催 会場 
研修
日数 

参加
人数 

参加
日数 

1 R3.4.7 認知症介護実践者研修第 4 回 
東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

ベルサール東京日
本橋 他 

6 1 6 

2 R3.4.8 第 116 回「調布在宅ケアの輪」定例会 調布市医師会他 オンライン研修 1 4 1 

3 R3.4.16 
令和の時代の介護支援専門員の役割～令
和 3 年度介護報酬改定をふまえて～ 

介護支援専門員調布
連絡協議会 

オンライン研修 1 1 1 

4 R3.5.12 司法書士が教える遺言書の書き方 
しばさき彩ステーシ
ョン 

しばさき彩ステー
ション 

1 1 1 

5 R3.5.14 
ビジネススキル診断テスト「Biz SCORE 
Basic(web)」 

ラーニングエージェ
ンシー 

オンライン研修 1 1 1 

6 R3.5.28 
権利擁護拡大研修 個人情報に関する研
修 

調布市福祉健康部高
齢者支援室 

文化会館たづくり 1 3 1 

7 R3.6.14 人事労務セミナー 新年度手続き業務編 公益法人協会 
仏教伝道センター
ビル 

1 1 1 
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8 R3.6.16 
令和 3 年度東京ホームタウンプロジェク
ト ホームタウン共創力アップ・プログ
ラム公開講座全 2 回 

東京都福祉保健局在
宅支援担当 

オンライン研修 2 1 2 

9 R3.6.21 第 4 回栄養管理講習会(書面開催） 東京都多摩保健所 
ホームページへ資
料掲載 

1 1 1 

10 
R3.6.21 
～R3.8.6 

令和 3 年度ファシリテーション研修～会
議の進行やチームをまとめるための～ 

社会福祉法人東京都
社会福祉協議会東京
都福祉人材センター
研修室 

オンライン研修 1 10 1 

11 R3.6.22 
令和 3 年度東京都地域包括支援センター
職員研修(初任者研修) 

東京都福祉保健局高
齢社会対策部 

オンライン研修 2 1 2 

12 R3.6.23 NPO＆施設のためのビジネス基礎講座 

社会福祉法人東京都
社会福祉協議会東京
ボランティア・市民
活動センター 

オンライン研修 5 1 5 

13 R3.6.28 
令和 3 年度区市町村介護予防事業担当者
向け研修 

東京都健康長寿医療
センター研究所 

AP 西新宿 2 1 2 

14 R3.6.29 
調布市高次脳機能障害者支援促進事業講
習会 

社会福祉法人調布市
社会福祉協議会障碍
者地域活動支援セン
タードルチェ 

オンライン研修 1 6 1 

15 R3.6.29 
令和 3 年度第 1回中央南エリア ケアマ
ネット 

調布市地域包括支援
センター 

オンライン研修 1 1 1 

16 R3.6.30 
コロナ禍のつながりを絶やさない取り組
み～私たちの挑戦～ 

全国社会福祉協議会 
地域福祉部 

オンライン研修 1 1 1 

17 R3.6.30 
令和 3 年度東京都地域包括支援センター
職員研修(初任者研修) 

東京都福祉保健局高
齢社会対策部 

オンライン研修 2 1 2 

18 R3.7.9 初任者研修 A～講義編～ 
調布市福祉人材育成
センター 

調布市こころの健
康センター 

1 1 1 

19 R3.7.13 
第 1 回調布市高齢者在宅福祉サービス説
明会 

調布市高齢者支援室
在宅サービス係 

文化会館たづくり 1 1 1 

20 R3.7.20 
令和 3 年度住民参加型たすけあい活動部
会コーディネーター学習会 

東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 2 1 2 

21 R3.8.5 高齢者虐待防止研修 
東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

なかの ZERO 他 1 1 1 

22 R3.8.6 
介護支援専門員調布市連絡協議会令和 3
年度第 1回研修会～コロナ禍における風
水害でのケアマネジャーの対応方法～ 

介護支援専門員調布
連絡協議会 

オンライン研修 1 1 1 

23 R3.8.6 
令和 3 年度第 1回研修会～コロナ禍にお
ける風水害でのケアマネージャーの対応
方法～ 

介護支援専門員調布
連絡協議会 

オンライン研修 1 2 1 

24 R3.8.13 高齢者虐待防止研修 
東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

なかの ZERO 他 2 1 2 

25 R3.8.24 認知症介護実践者研修第 5 回～第 8 回 
東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

ベルサール東京日
本橋 他 

6 1 6 

26 R3.8.25 NPO＆施設のためのビジネス基礎講座 

社会福祉法人東京都
社会福祉協議会東京
ボランティア・市民
活動センター 

オンライン研修 2 1 2 

27 R3.8.27 
第 2 回ケアラー学習会『一人で悩まない
家族介護』～ケアラー手帳の役割を一緒
に考えませんか～ 

公社 あくろすホール 1 1 1 

28 R3.8.30 
～R3.9.30 

東社協 居宅事業者連絡会研修会「家族
を含むチームケアの理論と実践～連携上
手のコミュニケーション技術～」 

社会福祉法人東京都
社会福祉協議会 

オンライン研修 1 6 1 

29 R3.9.2 
「令和 3年度自立支援・重度化防止」介
護支援専門員の質の向上研修 

特定非営利活動法人
東京都介護支援専門
員研究教義会 

クロスウェーブ府
中 

2 1 2 

30 R3.9.4 
令和 3 年度狛江・調布地区 患者(利用
者)の意向を尊重した意思決定のための
ACP育みびと研修会 

狛江・調布で ACP を
育む会 

オンライン研修 3 1 3 

31 R3.9.10 認知症の方の意思を尊重するために 
東京都介護支援専門
員研究協議会 

オンライン研修 1 1 1 

32 R3.9.12 
ケアマネジメント研修 ～LIFE～データ
を居宅介護支援に活用する～ 

日本介護支援専門員
研究協議会 

オンライン研修 1 1 1 

33 R3.9.22 
介護支援専門員調布連絡協議会令和 3 年
度勉強会「いつまでも元気に食べるため
に～ケアマネに知ってほしいこと～」 

介護支援専門員調布
連絡協議会 

オンライン研修 1 1 1 

34 R3.9.27 高次脳機能障がい事例検討会 
令和 3 年度調布市高
次脳機能障害者支援
促進事業 

オンライン研修 1 2 1 

35 R3.10.1 職場内障害者サポーター養成講座 東京しごと財団 オンライン研修 2 1 2 
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36 R3.10.1 よくわかる！LIFE 活用術「前編」 
東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 1 1 1 

37 R3.10.5 
令和 3 年度東京都入退院時連携強化研修
プログラム 

東京都看護協会 オンライン研修 2 1 2 

38 R3.10.14 
令和 3 年度 区市町村職員等高齢者権利
擁護研修「権利擁護テーマ別実践研修
（第 2 回）」 

東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

浅草橋ヒューリッ
クホール 

1 1 1 

39 R3.10.15 
令和 3 年度区市町村介護予防事業担当者
向け研修 

東京都健康長寿医療
センター研究所 

AP 西新宿 2 1 2 

40 R3.10.20 
令和 3 年度 支えあいをひろげる住民主
体の生活支援フォーラム 

社会福祉法人全国社
会福祉協議会 

オンライン研修 1 1 1 

41 R3.10.27 
令和 3 年度 住民参加型たすけあい活動
部会コーディネーター学習会 

東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 1 1 1 

42 R3.10.27 

令和 3 年度住民参加型たすけあい活動部
会コーディネーター学習会「制度のはざ
まをつなぐ支援～利用者の生きづらさに
ついて学ぶ～」 

東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 1 1 1 

43 R3.11.3 よくわかる！LIFE 活用術「後編」 
東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 1 1 1 

44 R3.11.5 
令和 3 年度東京都主任介護支援専門員研
修 

特定非営利活動法人
東京都介護支援専門
員研究協議会 

オンライン研修 12 1 12 

45 R3.11.6 個別機能訓練と加算に関わる研修会 
東京都社会福祉協議
会 

オンライン研修 1 1 1 

46 R3.11.10 
令和 3 年度東京都地域包括支援センター
職員研修(現任者研修) 

東京都福祉保健財団 
オンライン研修 
他 

2 1 2 

47 R3.11.10 
～R3.11.24  

福祉サービスにおけるハラスメント研修
会 

東京都高齢者福祉施
設協議会 

オンライン研修 1 11 1 

48 R3.11.15 PCA年末調整セミナー 全国公益法人協会 オンライン研修 1 1 1 

49 R3.11.17 高齢者虐待防止研修 
東京都福祉保健局高
齢社会対策部在宅支
援課 

ルネこだいら 1 2 1 

50 R3.11.18 
高齢者虐待の防止について支援者として
知っておきたいこと 

調布市地域包括支援
センター 

オンライン研修 1 1 1 

51 R3.11.30 調布市認定調査員新規研修 
調布市福祉健康部高
齢者支援室 

文化会館たづくり 1 1 1 

52 R3.12.10 
令和 3 年度勉強会(第 2 弾)『改正後の困
りごと・疑問など，今だから聞いてみよ
う』 

介護支援専門員調布
連絡協議会 

オンライン研修 1 2 1 

53 R3.12.16 電子帳簿保存法改正対策ウェビナー リコージャパン オンライン研修 1 1 1 

54 R3.12.21 普通救命講習 
調布市高齢者救急業
務連絡協議会事務局 

調布消防署 1 2 1 

55 R4.1.20 令和 3 年度安全運転管理者講習 東京都公安委員会 なかの ZERO 1 1 1 

56 R4.1.26 

多職種研修 認知症患者さんの混乱を医
療と介護の力で未然に防ぐ!～薬物療法
と非薬物療法のコンビネーションのコツ
～ 

調布市医師会 オンライン研修 1 1 1 

57 R4.2.8 
第 2 回調布市高齢者在宅福祉サービス説
明会 

調布市福祉健康部生
活福祉課 

文化会館たづくり 1 1 1 

58 
R4.2.15 
～R4.2.21 

R3 年度厚生労働省要介護認定適正化事業
(技術的助言) 

調布市福祉健康部高
齢者支援室 

オンライン研修 1 3 1 

59 R4.2.28 
精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築～精神障害があっても安心し
て暮らせる地域社会を目指して～ 

時事通信社 オンライン研修 1 1 1 

60 R4.2.28 
令和 3 年度調布市介護保険認定調査員現
任研修 

調布市福祉健康部高
齢者支援室 

オンライン研修 1 1 1 

61 R4.3.9 
令和 3 年度区市町村職員等高齢者権利擁
護研修 権利擁護テーマ別研修(第 1 回) 

東京都福祉保健財団 オンライン研修 1 1 1 

62 R4.3.31 
令和 3 年度第 1期東京都介護支援専門員
専門研修課程Ⅱ 

総合健康推進財団介
護支援専門員研修係 

ハイライフプラザ
いたばし 

4 1 1 

 

イ 社内研修 

№ 研修日 研修名 主催 会場 研修
日数 

参加
人数 

参加
日数 

1 R3.8.17 施設における災害時対策 公社 公社 1 27 1 

2 R4.2.18 自己覚知について学ぶ 公社 公社 1 11 1 
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3 R4.2.25 感染防護服着脱研修(実技演習) 公社 公社 1 8 1 

 

ウ 災害時における調布市の対応への協力に関する基本協定に基づく訓練への参加

について 

 令和３年２月に市と締結した協定に基づき，令和３年８月に行われた要配慮者等

避難バス運行訓練に参加し，避難所担当職員との連携要領を確認しました。 

 

（４）事業報告書附属明細書について 

  該当無し 

 



（単位：円）
科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  資産の部
１．流動資産

現金預金 98,583,633 116,206,269 △ 17,622,636
未収金 23,103,352 22,805,861 297,491
前払金 438,600 470,100 △ 31,500
立替金 3,450 0 3,450
前払費用 7,643 0 7,643

流動資産合計 122,136,678 139,482,230 △ 17,345,552
２．固定資産
(1) 基本財産

普通預金 1,495,000 502,000 993,000
投資有価証券 298,505,000 299,498,000 △ 993,000

基本財産合計 300,000,000 300,000,000 0
(2) 特定資産

事業運営基金 16,776,620 16,776,620 0
地域包括支援センター修繕積立 11,325,600 11,325,600 0

特定資産合計 28,102,220 28,102,220 0
(3) その他固定資産

構築物 1 1 0
建物附属設備 1,502,550 1,836,450 △ 333,900
什器備品 1,990,765 1,055,123 935,642
リース資産 8,067,364 12,697,876 △ 4,630,512
ソフトウェア 597,609 909,405 △ 311,796
電話加入権 445,536 445,536 0

その他固定資産合計 12,603,825 16,944,391 △ 4,340,566
固定資産合計 340,706,045 345,046,611 △ 4,340,566
資産合計 462,842,723 484,528,841 △ 21,686,118

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

未払金 23,962,416 22,585,664 1,376,752
前受金 96,000 117,600 △ 21,600
預り金 2,637,698 3,179,723 △ 542,025
調布市預り金 33,302,394 56,597,055 △ 23,294,661
未払消費税 179,200 822,700 △ 643,500
短期リース債務 3,977,112 4,630,512 △ 653,400

流動負債合計 64,154,820 87,933,254 △ 23,778,434
２．固定負債

長期リース債務 4,090,252 8,067,364 △ 3,977,112
固定負債合計 4,090,252 8,067,364 △ 3,977,112
負債合計 68,245,072 96,000,618 △ 27,755,546

Ⅲ  正味財産の部
１．指定正味財産

寄附金 300,000,000 300,000,000 0
指定正味財産合計 300,000,000 300,000,000 0

２．一般正味財産 94,597,651 88,528,223 6,069,428
（うち特定資産への充当額） 28,102,220 11,325,600 16,776,620
正味財産合計 394,597,651 388,528,223 6,069,428
負債及び正味財産合計 462,842,723 484,528,841 △ 21,686,118

貸借対照表
令和 4年 3月31日現在
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（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益 294,028 1,459,000 △ 1,164,972

基本財産受取利息 294,028 1,459,000 △ 1,164,972

基本財産受取利息 294,028 1,459,000 △ 1,164,972

受取会費 571,000 452,000 119,000

受取賛助会員会費 571,000 452,000 119,000

受取賛助会員会費収益 571,000 452,000 119,000

事業収益 314,940,943 303,280,728 11,660,215

有償福祉サービス収益 31,953,139 30,976,877 976,262

ホームヘルプサービス利用収益 4,610,100 4,105,700 504,400

利用会員費収益 2,974,400 2,920,000 54,400

協力会員費収益 269,300 248,100 21,200

食事サービス利用収益 24,099,339 23,703,077 396,262

介護保険事業収益 91,796,463 88,928,928 2,867,535

居宅介護支援事業収益 17,975,910 18,366,618 △ 390,708

訪問介護事業収益 44,607,534 40,896,605 3,710,929

デイサービスぷちぽあん事業収益 29,213,019 29,665,705 △ 452,686

地域包括支援センター事業収益 11,227,519 10,157,879 1,069,640

介護予防プラン収益 11,227,519 10,157,879 1,069,640

軽度生活援助事業収益 860,860 812,328 48,532

軽度生活援助見守り事業収益 860,860 812,328 48,532

介護保険認定調査事業収益 39,600 66,110 △ 26,510

認定調査収益 39,600 66,110 △ 26,510

障害者訪問介護事業収益 8,384,944 9,257,770 △ 872,826

障害者訪問介護事業収益 8,384,944 9,257,770 △ 872,826

受託事業収益 170,678,418 163,080,836 7,597,582

地域包括支援センター受託事業収益 47,538,182 39,082,398 8,455,784

見守りネットワーク受託事業収益 2,840,000 2,740,000 100,000

在宅サービスセンター受託事業収益 111,073,740 112,719,251 △ 1,645,511

市基準通所型サービス受託事業収益 6,432,747 5,710,706 722,041

認知症サポーター養成講座受託事業収益 2,793,749 2,828,481 △ 34,732

受取補助金等 181,406,173 178,488,344 2,917,829

受取地方公共団体補助金収益 181,406,173 178,488,344 2,917,829

受取地方公共団体補助金（高齢） 181,406,173 178,488,344 2,917,829

受取負担金 4,637,940 5,241,800 △ 603,860

受取負担金収益 4,637,940 5,241,800 △ 603,860

受取負担金(会員交流事業) 0 7,500 △ 7,500

受取負担金(生活支援コーディネート事業) 34,800 26,400 8,400

受取負担金(デイサービスぷちぽあん事業) 1,463,140 1,523,200 △ 60,060

受取負担金(在宅サービスセンター受託事業) 3,056,400 3,516,600 △ 460,200

受取負担金(普及啓発事業) 19,600 38,400 △ 18,800

受取負担金(人材育成事業) 64,000 129,700 △ 65,700

受取寄附金 459,050 607,125 △ 148,075

受取寄附金 459,050 607,125 △ 148,075

受取寄附金 459,050 607,125 △ 148,075

雑収益 2,152,253 1,348,920 803,333

雑収益 2,152,253 1,348,920 803,333

雑収益 2,152,253 1,348,920 803,333

経常収益計 504,461,387 490,877,917 13,583,470

令和 3年 4月 1日から令和 4年 3月31日まで

正味財産増減計算書
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(2) 経常費用

事業費 430,664,194 412,341,597 18,322,597

役員報酬 3,920,504 3,991,532 △ 71,028

給料手当 77,297,672 70,174,332 7,123,340

職員手当 63,413,894 55,410,353 8,003,541

臨時雇賃金 136,891,855 139,136,469 △ 2,244,614

退職金共済掛金 6,235,000 6,340,000 △ 105,000

法定福利費 40,039,871 38,785,082 1,254,789

福利厚生費 1,347,163 1,644,855 △ 297,692

旅費交通費 26,350 46,366 △ 20,016

研修費 98,500 26,500 72,000

協力会員活動費 21,481,350 20,712,100 769,250

通信運搬費 5,829,535 5,208,161 621,374

減価償却費 379,540 317,502 62,038

減価償却費(ﾘｰｽ) 4,116,593 3,737,893 378,700

消耗器具備品費 406,665 1,655,938 △ 1,249,273

消耗品費 6,176,782 6,370,730 △ 193,948

食材費 12,779,647 12,873,739 △ 94,092

修繕費 929,351 1,303,240 △ 373,889

印刷製本費 2,780,558 2,304,452 476,106

燃料費 1,364,091 1,222,652 141,439

光熱水料費 8,708,786 8,489,834 218,952

賃借料 16,808,870 14,159,392 2,649,478

保険料 1,391,358 1,459,110 △ 67,752

諸謝金 1,499,268 1,437,500 61,768

租税公課 1,107,724 3,062,671 △ 1,954,947

支払負担金 165,000 129,000 36,000

委託費 15,272,661 11,983,393 3,289,268

雑費 195,606 358,801 △ 163,195

管理費 67,727,764 77,456,449 △ 9,728,685

役員報酬 1,390,128 1,447,884 △ 57,756

給料手当 20,132,770 23,722,800 △ 3,590,030

職員手当 14,605,079 18,639,019 △ 4,033,940

臨時雇賃金 9,716,113 7,781,455 1,934,658

退職金共済掛金 1,620,000 1,560,000 60,000

法定福利費 7,371,318 8,174,394 △ 803,076

福利厚生費 254,460 244,974 9,486

旅費交通費 6,052 9,250 △ 3,198

会議費 544 4,248 △ 3,704

通信運搬費 730,226 1,126,116 △ 395,890

減価償却費 482,213 482,213 0

減価償却費(ﾘｰｽ) 513,919 513,919 0

消耗器具備品費 0 151,862 △ 151,862

消耗品費 1,015,324 2,004,965 △ 989,641

印刷製本費 28,677 76,652 △ 47,975

光熱水料費 342,587 386,085 △ 43,498

賃借料 3,107,283 3,975,020 △ 867,737

保険料 46,272 40,910 5,362

諸謝金 397,800 426,800 △ 29,000

租税公課 160,776 140,368 20,408

支払負担金 477,200 553,600 △ 76,400

委託費 5,312,217 5,184,893 127,324

交際費 5,000 7,235 △ 2,235

雑費 11,806 801,787 △ 789,981

経常費用計 498,391,958 489,798,046 8,593,912

評価損益等調整前当期経常増減額 6,069,429 1,079,871 4,989,558

評価損益等計 0 0 0

当期経常増減額 6,069,429 1,079,871 4,989,558
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２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

固定資産除却損 1 9,852 △ 9,851

什器備品除却損 1 9,852 △ 9,851

経常外費用計 1 9,852 △ 9,851

当期経常外増減額 △ 1 △ 9,852 9,851

当期一般正味財産増減額 6,069,428 1,070,019 4,999,409

一般正味財産期首残高 88,528,223 87,458,204 1,070,019

一般正味財産期末残高 94,597,651 88,528,223 6,069,428

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 300,000,000 300,000,000 0

指定正味財産期末残高 300,000,000 300,000,000 0

Ⅲ  正味財産期末残高 394,597,651 388,528,223 6,069,428
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1 重要な会計方針

（1） 会計基準

　公益法人会計基準（平成21年10月16日内閣府公益認定等委員会制定）により作成している。

（2） 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有有価証券について，原価基準を採用している。

（3） 固定資産の減価償却の方法

　建物および建物附属設備　　定額法による減価償却を実施している。

  構築物　　 〃

　什器備品　 〃

　ソフトウェア　　 〃

　リース資産　　リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法により実施している。

（4） 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は，税込方式によっている。

2 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

（単位：円）

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　普通預金 502,000 100,008,143 99,015,143 1,495,000

　投資有価証券 299,498,000 99,007,000 100,000,000 298,505,000

小計 300,000,000 199,015,143 199,015,143 300,000,000

特定資産

　事業運営基金 16,776,620 0 0 16,776,620

　地域包括支援センター修繕積立 11,325,600 0 0 11,325,600

小計 28,102,220 0 0 28,102,220

合計 328,102,220 199,015,143 199,015,143 328,102,220

財務諸表に対する注記

49



3 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

　普通預金 1,495,000 (1,495,000) － －

　投資有価証券 298,505,000 (298,505,000) － －

小計 300,000,000 (300,000,000) － －

特定資産

　事業運営基金 16,776,620 － (16,776,620) －

　地域包括支援センター修繕積立 11,325,600 － (11,325,600)

小計 28,102,220 － (28,102,220) －

合計 328,102,220 (300,000,000) (28,102,220) －

4 担保に供している資産

該当無し。

5 固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

（単位：円）

物件 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

構築物 1,500,000 1,499,999 1

建物附属設備 5,565,000 4,062,450 1,502,550

什器備品 3,147,312 1,156,547 1,990,765

リース資産 23,152,560 15,085,196 8,067,364

ソフトウェア 1,558,980 961,371 597,609

電話加入権 445,536 0 445,536

合計 35,369,388 22,765,563 12,603,825

6 債権の金額，貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当無し。

7 保証債務等の偶発債務

該当無し。

当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

科目
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8 満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益

満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益は，次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時価 評価損益

第475回　大阪府公募公債 99,007,000 98,300,000 △ 707,000

平成30年度第3回　北海道公募公債 100,000,000 100,300,000 300,000

99,498,000 98,560,000 △ 938,000

298,505,000 297,160,000 △ 1,345,000

9 補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

（単位：円）

設立寄附金 調布市 300,000,000 0 0 300,000,000 指定正味財産

市補助金（高齢分） 調布市 -                     181,406,173 181,406,173 -                     

-                     181,406,173 181,406,173 -                     

10 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当無し。

11 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は，次のとおりである。

（単位：円）

当公益法人を支配するもの

調布市

調布市小島町２丁目３５番地１

地方公共団体

関係内容 ２人（理事１人，評議員１人）

補助金の受入，委託業務の受託

181,406,173

170,678,418

352,084,591

0

12 重要な後発事象

該当無し。

13 その他

該当無し。

属性

科目

第461回　大阪府公募公債

合計

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表の

記載区分

合計

受取地方公共団体補助金

受託事業収益

合計

期末残高

法人の名称

住所

事業内容

役員の兼務等

取引内容

取引金額と科目
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1 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載している。

2 引当金の明細

該当無し。

附属明細書
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産）   

現金預金   98,583,633

現金 事務局 サービス利用分他３件 68,365

小口現金   110,941

一般 事務局 運転資金 93,044

介護 入間町地域密着型認知症デイサービス 運転資金 17,897

普通預金   92,315,218

みずほ銀行 みずほ銀行調布支店 運転資金 87,523,461

山梨中央銀行 山梨中央銀行調布支店 運転資金 4,791,757

郵便貯金   6,089,109

ゆうちょ銀行 調布くすのき郵便局 運転資金 6,089,109

未収金 23,103,352
東京都国民健康保険団体連合会（国保
連） 介護保険給付費他 16,279,828

利用者 各事業サービス利用分 　　1284件 6,737,948

調布市 軽度生活援助事業（見守り）委託料 76,076

その他 都立松沢病院 委員会謝礼 9,500

前払金 第二事務所 令和4年4月分の家賃 他1件 438,600

立替金 協力会員 ホームヘルプサービスによる交通費 3,450

前払費用 SMBC日興証券㈱ 経過利息 　「第475回大阪府公債10年」 7,643

流動資産合計 122,136,678

（固定資産）   

基本財産   300,000,000

普通預金   1,495,000

みずほ銀行 みずほ銀行調布支店 運用益を法人の管理運営の財源に充てている 1,495,000

投資有価証券 第135回大阪府公募公債他2件 運用益を法人の管理運営の財源に充てている 298,505,000

特定資産   28,102,220

事業運営基金 みずほ銀行調布支店 在宅福祉事業促進に必要な財源に充てている 16,776,620

地域包括支援センター修繕積立
地域包括支援センター事業の積立資産であり，
特定費用準備資金として管理されている預金 11,325,600

その他固定資産   12,603,825

構築物 テラス会議室 管理運営の用に供している 1

建物附属設備 第二事務所造作分 管理運営の用に供している 1,502,550

什器備品 エアコン他7台
管理運営の用に590,950円,公益目的事業の用
に1,399,815円供している 1,990,765

財産目録
　令和4年3月31日現在

科目
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金額科目

リース資産 介護保険システム他2件
管理運営の用に539,095円,公益目的事業の用
に7,528,269円供している 8,067,364

ソフトウェア 配食システム 公益目的事業の用に供している 597,609

電話加入権 回線5本分 公益目的事業及び管理運営の用に供している 445,536

固定資産合計 340,706,045

資産合計 462,842,723

（流動負債）   

未払金 23,962,416

職員 3月分給与,賃金,労働保険料 12,538,434

日本年金機構 3月賞与,3月分給与社会保険料事業主負担分 3,746,481

協力会員 3月分協力会員活動費 　　130人 1,933,150

取引業者
公益目的事業及び管理運営の用に供している
未払い　　44件 5,744,351

前受金   96,000

協力会員 協力会員費　　60人 96,000

預り金   2,637,698

社会保険料 職員 社会保険料 780,465

所得税 役職員 源泉所得税 868,133

住民税 職員 住民税 989,100

調布市利用料預り金 公益目的事業における調布市預り金 利用料の収納委託金 4,985

調布市返還金 33,297,409

未払消費税 179,200

短期リース債務 3,977,112

流動負債合計 64,154,820

（固定負債）   

長期リース債務 4,090,252

固定負債合計 4,090,252

負債合計 68,245,072

正味財産 394,597,651
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１．概要 （単位：円）

予算額 決算額 差異 執行率 備考

収　　入 660,985,000 607,490,670 53,494,330 91.9%

支　　出 660,985,000 601,711,188 59,273,812 91.0%

収支差額 0 5,779,482 △ 5,779,482

56,179,488 56,179,488 0

56,179,488 61,958,970 △ 5,779,482

（単位：円）

大 中

Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

226,000 293,528 △ 67,528 129.9%

226,000 293,528 △ 67,528 129.9%

379,000 571,000 △ 192,000 150.7%

379,000 571,000 △ 192,000 150.7%

357,619,000 318,955,583 38,663,417 89.2%

45,958,000 35,967,779 9,990,221 78.3%

101,561,000 91,796,463 9,764,537 90.4%

9,257,000 11,227,519 △ 1,970,519 121.3%

861,000 860,860 140 100.0%

171,000 39,600 131,400 23.2%

9,646,000 8,384,944 1,261,056 86.9%

190,165,000 170,678,418 19,486,582 89.8%

195,217,000 181,406,173 13,810,827 92.9%

195,217,000 181,406,173 13,810,827 92.9%

7,002,000 4,637,940 2,364,060 66.2%

7,002,000 4,637,940 2,364,060 66.2%

500,000 459,050 40,950 91.8%

500,000 459,050 40,950 91.8%

1,026,000 2,152,253 △ 1,126,253 209.8%

1,026,000 2,152,253 △ 1,126,253 209.8%

561,969,000 508,475,527 53,493,473 90.5%

２．事業活動支出

１　高齢者・障害者等支援事業 472,181,000 422,548,903 49,632,097 89.5%

１　事業費人件費 100,133,000 98,292,204 1,840,796 98.2%

61,602,000 49,798,412 11,803,588 80.8%

124,000 108,713 15,287 87.7%

1,565,000 1,235,666 329,334 79.0%

25,293,000 18,848,095 6,444,905 74.5%

62,067,000 58,430,598 3,636,402 94.1%

2,840,000 2,840,000 0 100.0%７　見守りネットワーク受託事業費

６　地域包括支援センター受託事業費

５　居宅介護支援事業費

４　相談事業費

３　生活支援コーディネート事業費

２　有償福祉サービス事業費

事業活動収入計

１　雑収入

７　雑収入

６　寄附金収入

１　寄附金収入

１　負担金収入

５　負担金収入

４　補助金等収入

１　地方公共団体補助金収入

７　受託事業収入

６　障害者訪問介護事業収入

５　介護保険認定調査事業収入

４　軽度生活援助事業収入

３　地域包括支援センター事業収入

２　介護保険事業収入

１　有償福祉サービス事業収入

３　事業収入

２　会費収入

１　賛助会員会費収入

１　基本財産受取利息収入

差異 執行率 備考

１　基本財産運用収入

予算額 決算額

２．節科目集計

勘　定　科　目

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

収支計算書（節科目集計）
令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで
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大 中
差異 執行率 備考予算額 決算額

勘　定　科　目

44,947,000 41,987,225 2,959,775 93.4%

34,613,000 29,520,088 5,092,912 85.3%

123,675,000 108,636,084 15,038,916 87.8%

4,883,000 4,552,324 330,676 93.2%

861,000 860,860 140 100.0%

9,578,000 7,438,634 2,139,366 77.7%

8,668,000 7,633,798 1,034,202 88.1%

5,342,000 4,686,350 655,650 87.7%

3,271,000 2,912,248 358,752 89.0%

55,000 35,200 19,800 64.0%

75,288,000 66,731,632 8,556,368 88.6%

58,876,000 55,095,920 3,780,080 93.6%

16,412,000 11,635,712 4,776,288 70.9%

556,137,000 496,914,333 59,222,667 89.4%

5,832,000 11,561,194

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

１　基本財産取崩収入 99,016,000 99,015,143 857 100.0%

99,016,000 99,015,143 857 100.0%

１　基本財産取得支出 99,016,000 99,014,643 1,357 100.0%

5,832,000 5,782,212 49,788 99.1%

104,848,000 104,796,855 51,145 100.0%

△ 5,832,000 △ 5,781,712

Ⅲ　財務活動収支の部

１．財務活動収入

0 0 0 -

２．財務活動支出

0 0 0 -

0 0 0

0 0 0 -

0 5,779,482 △ 5,779,482

56,179,488 56,179,488 0

56,179,488 61,958,970 △ 5,779,482

Ⅵ　前期繰越収支差額(Ｆ)

Ⅶ　次期繰越収支差額(Ｅ)+(Ｆ)

Ⅳ　予備費支出（Ｄ）

Ⅴ　当期収支差額(Ｅ)　《(Ａ)+(Ｂ)+(Ｃ)-(Ｄ)》

投資活動収支差額(Ｂ)

財務活動収入計

財務活動支出計

財務活動収支差額(Ｃ)

投資活動支出計

２　固定資産取得支出

投資活動収入計

２．投資活動支出

事業活動支出計

事業活動収支差額(Ａ)

２　一般管理費

１　管理費人件費

３　管理費

３　調査研究開発事業費

２　人材育成事業費

２　普及啓発・人材育成・調査研究事業

１　普及啓発事業費

13　障害者訪問介護事業費

12　軽度生活援助事業費

11 市基準通所型サービス受託事業費

10 在宅サービスセンター受託事業費

９　デイサービスぷちぽあん事業費

８　訪問介護事業費

57



1 資金の範囲

資金の範囲には，現金，小口現金，普通預金，未収金，前払金，立替金，未払金，前受金，預り金を含めている

なお，前期末及び当期末残高は，下記に記載するとおりである

2 次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

前期末残高 当期末残高

116,206,269 98,583,633

22,805,861 23,103,352

470,100 438,600

0 3,450

前払費用 0 7,643

139,482,230 122,136,678

22,585,664 23,962,416

117,600 96,000

59,776,778 35,940,092

822,700 179,200

83,302,742 60,177,708

56,179,488 61,958,970

未収金

収支計算書に対する注記

科目

現金預金

未払消費税

合計

次期繰越収支差額

前払金

立替金

合計

未払金

前受金

預り金（調布市預り金含む）
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令和４年度当初事業計画 
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令和４年度公益財団法人調布ゆうあい福祉公社事業計画 

公益財団法人調布ゆうあい福祉公社 理念                

公社は市民相互の助け合いと自立支援のための質の高いサービスの提供を

通じてあたたかい地域づくりを目指します 

 

公社のビジョン                            

＜キャッチフレーズ＞ 

困ったときはゆうあいへ，困ってなくてもゆうあいへ 

～元気な時からゆうあいとの絆でつながる「おたがいさま」の地域の輪～ 

 

１．ゆうあい型チームアプローチ（多職種協働）をさらに充実し，総合的な支援

を推進します 

２．地域の福祉ニーズをとらえた新たな事業の創出や実践など先駆的な役割を

果たします 

３．公社事業の実践から得られる知見をもとにさまざまな福祉施策への提言に

努めます 

４．地域の福祉人材を育成・発掘します 

 

 このビジョンは，複雑化，多様化する地域での今日的な福祉的ニーズに対

し，適切かつ迅速な対応をしていこうとする組織としての公社の姿勢と決意

を，明示したものです。 

 

１ 令和３年度の振り返りと課題                          

 新型コロナウイルス感染症の勢いは，令和３年度も衰えることなく，世界中を

席巻しています。国が提唱する「新しい生活様式」もすっかり定着し，「３密」

の回避・マスクの着用・手洗いは，当たり前の習慣になりました。 

 しかし，新型コロナウイルスは，次から次へと変異を重ね，令和３年度はすで

に４月から５月と７月から９月の２回，感染の拡大があり，年度末においても感

染者数は高い水準で推移しています。 

 公社では，令和３年５月から７月に，ほぼ全ての協力会員・職員がワクチン接
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種を終えましたが，副作用による体調不良を起こす者も出て，少なからず業務に

も影響がありました。６月からは，日本財団が提供するＰＣＲ検査を活用し，デ

イサービス・訪問介護・居宅介護の部署の職員が，定期的に検査を受けていま

す。令和４年２月には，業務上の感染症対策として，感染防護服の着脱研修を他

の市内団体にも声をかけ実施しました。 

 公社における新型コロナウイルス感染症による影響としては，令和３年５月

に職員が，新型コロナウイルス感染症にり患し，デイサービス事業が８日間休業

しました。   

 他の事業についても，不特定多数の方を集めるイベント等については，令和２

年度と同様に一部で中止や縮小をしています。そのような中で，福祉講演会が開

催できたことは，大変幸いでした。 

 経営面では，新型コロナウイルス感染症の拡大が２回起こったことは，大きな

痛手でした。それぞれ，利用者やその家族，また関係機関等で，新型コロナウイ

ルス感染症のり患者や濃厚接触者等が発生し，結果として稼働率の低下や，サー

ビスのキャンセルにつながりました。１年間を通して，新型コロナウイルス感染

症の対応に追われる結果とはなりましたが，感染症対策を徹底しつつ協力会員

並びに職員一丸で，各事業を継続することができました。 

 令和２年度に，管理職限定で試行開始をした人事評価制度については，令和３

年度は正規職員全員に対象を広げ，取組を開始しています。これと並行して今後，

同一労働同一賃金を踏まえた新たな人事・給与制度について検討する予定です。 

 事業運営では，令和２年度に中止となった福祉講演会やケアラー学習会，また，

協力会員向け研修会や認知症サポーター養成講座等のイベントが開催できたこ

とは，大きな成果でした。概ねどのイベントにおいても，過去にあまり経験した

ことのない数の問合せや申し込みがあり，市民の皆さんのイベントを待ち望む

エネルギーの強さを実感しました。 

 住民参加型事業は，ホームヘルプサービス・食事サービスともに，令和２年度

に新型コロナウイルス感染症拡大を受け，一旦，事業を縮小しました。令和３年

度は新規の受入れを再開しましたが，担い手である協力会員の確保の課題もあ

り，令和元年度の水準に戻すまでには至っていません。 

 協力会員は，高齢の方も多く，コロナ禍を機に退会者が増えました。さらに，

新規会員を募るための説明会等が予定通り開催できず，依然，加入者より退会者

が多い状況です。令和３年度は，これを少しでも好転させようと広報に注力し，

京王電鉄バスの車内広告での協力会員募集や，国領駅前の周辺案内図に公社を

追記し，公社を知っていただくなどの試み，また，広報誌ゆうあいの紙面に郵便

振替用紙を印刷し，賛助会員を募集する試みを行いました。その結果，新たに 

２８人の賛助会員が増え，１１万円余の賛助会員費が集まりました。バス広告に

ついては，問合せはありましたが，会員の獲得までには至りませんでした。 
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 認知症施策の推進では，チームオレンジについては，コロナ禍で東京都のコー

ディネーター研修が延期されたことから，各地域包括支援センターや地域福祉

コーディネーター等と連携を取りながら，認知症サポーターが地域で活躍する

機会の拡充に努めました。また，介護者（ケアラー）手帳については，他の自治

体で作成に関わった方を講師にお招きし，市内のケアラー当事者や支援者等と

の学習会を開催しました。令和４年度は，調布市版のケアラー手帳を作成，発行

します。 

 調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業では，令和３年度に予定してい

た総合事業通所型市基準サービス（市基準）の拡大を，新型コロナウイルス感染

症に収束の見通しが立たないことから見送りました。一般型・認知症対応型通所

介護については，職員の欠員補充がかなわず，稼働率の目標達成は困難な状況で

す。これについては令和４年度に，調布市と今後の事業展開について協議を進め

る予定です。 

 地域包括支援センター事業では，令和３年度に新たな圏域での事業展開が本

格化したことから，主にこれを安定運営するための新しいネットワークづくり

に注力しました。また，２拠点での連携を強化するために，オンラインを活用す

る体制を整えました。 

 調査研究開発事業では，令和３年度もフレイル予防調査と職員による事業提

案を実施しました。フレイル予防調査では，総合事業通所型市基準サービス（市

基準）の利用者だけでなく協力会員も含め，食事に関するアンケートを実施する

とともに，低栄養の予防に向けた普及啓発を図りました。 

 介護保険事業（ぷちぽあん・訪問介護事業・居宅介護支援事業の自主３事業）

では，ぷちぽあんで令和３年度の前半に稼働率の落ち込みがありましたが，欠員

となった職員の補充に迅速に対応したことと，営業活動に注力したことで，後半

は大きく挽回できました。訪問介護事業では，比較的経営が安定していたことか

ら，業務の適正化に向けた見直しや点検，人材の確保と教育を目的とした年間研

修計画の作成，また，オンラインでの会議・研修の推進等の懸案に着手すること

ができました。居宅介護支援事業では，令和３年４月から念願の特定事業所加算

を取得しましたが，職員に欠員が生じ，要件を満たせなくなったことから１０月

に取り下げました。現在は，職員の再配置を行い，令和４年度中の再取得を目指

しています。自主事業の収支については，令和３年度も健全な均衡が維持可能な

見込みです。 

 

２ 運営方針                             

 令和４年度は，ウィズコロナ，あるいはポストコロナに軸足を置く事業運営が

予想されますが，事業運営については，引き続き，利用者・協力会員等のボラン
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ティア・職員の安全・安心を最優先に取組を進めます。 

 

（１）法人運営 

ア 健全な公社経営 

 新型コロナウイルス感染症の感染動向は，大きな懸念材料ですが，こ

れまでと同様に，利用者・協力会員等のボランティア・職員の安全・安心

を最優先とし，感染拡大防止を徹底しながら，既存の事業・サービスの継

続に注力していきます。 

 特に，自主３事業の居宅介護支援事業については，質の高い介護サー

ビスを提供していくことや収支安定を保つためにも，特定事業所加算の

取得は必須で，要件整備に向け取組を強化します。 

 令和４年度は，ポストコロナの時代を見据え，人事評価制度の整備を

進めると共に，新たな人事・給与制度について検討を開始します。 

 

イ 運営体制の強化・整備 

 令和３年度は，地域包括支援センター事業において，調布市の新たな

福祉圏域での施策展開が本格化した年度でした。公社においても，担当

地域が変更となるなど，大きな変化があったので，これを検証し，令和４

年度の事業展開に活かしていきます。 

 調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業については，令和４年度

に，総合事業通所型市基準サービス（市基準）の拡大や，認知症対応型通

所介護の体制などに関し，調布市と協議しながら見直しを図る予定です。 

 

（２）事業運営 

ア 介護予防の取組 

 令和３年度は，総合事業通所型市基準サービス（市基準）について，開

催日を増やすなど事業の拡大を予定していましたが，コロナ禍で延期を

しています。利用者からは，外出機会の減少などによる身体や認知機能

の衰えを不安視する声が聴かれ，フレイル予防の重要性を改めて実感し

ています。 

 令和４年度は，調布市と調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業

の見直しについて協議を行う予定ですが，上記のような実態も踏まえ，

運動面におけるフレイル予防をさらに充実させる体制の構築について提

案していきます。 

 令和３年度は，フレイル予防のもう一つの柱である栄養面にも目を向

けて，利用者や協力会員にアンケートの実施や簡単な調査，また，栄養士

による講義などのアプローチを行い，低栄養予防に関する普及啓発を行
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いました。令和４年度も，内容をより充実させるアイデアを出し合い，普

及啓発に努めます。 

 

イ 地域の福祉人材の発掘・育成に向けた研修の実施 

 公社の住民参加型事業に，協力会員の存在は不可欠です。協力会員は，

公社事業の原動力であり，地域に欠かすことのできない福祉人材です。し

かし現況は，新規加入者より退会者の方が多く，減少に歯止めがかかり

ません。特に，コロナ禍を機に退会する方は増加し，現在の加入者は，新

型コロナウイルス感染症発生以前のおよそ８５％に縮小しています。 

 令和３年度は，京王電鉄バスの車内広告を活用し，ボランティア（協力

会員）を募集するなど新たな取組も行いました。令和４年度は，スマート

フォンやオンラインの活用等新たなツールにも目を向け，地域の福祉人

材の発掘に努めます。 

 

ウ 認知症当事者と家族介護者支援（ケアラー支援）の拡充 

 令和４年度は，調布市，各地域包括支援センター等と連携し，これまで

養成してきた認知症サポーターの方々と認知症当事者のニーズを橋渡し

する「調布市版チームオレンジ」の立ち上げに取り組む予定です。 

 家族介護者の支援では，引き続き，ケアラー支援団体とのネットワー

クを活かし，ケアラー支援に関する学習会や意見交換会を継続します。ま

た，令和３年度に準備を進めてきた調布市版「介護者（ケアラー）手帳」

を作成し，相談窓口等への配架・配布を行い，自分自身の介護を客観視す

るための一助とする予定です。 

 

エ 医療介護連携の推進 

 令和３年度は，コロナ禍で関連する各種職能団体や行政機関が関わる

会議やイベントが，下半期に集中する傾向がありました。その多くが，オ

ンライン形式での開催となったことで，参加する機会も増えました。公

社内においても，環境整備を行い，ウェブ会議を主催しました。 

 令和４年度も，切れ目なく在宅医療と介護を提供する体制づくりが進

むように，地域の医療・介護資源の把握に努めるとともに，両者が参画す

る機会を増やして，地域課題の抽出や解決の検討を行う体制づくりを推

進します。 

 

オ 地域共生社会の推進 

 令和３年度の福祉講演会では，筑波大学の辻大士助教を講師にお招き

し，「つながりが健康を育む～暮らしているだけで長生きできる街とは
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～」のテーマで，講演を行っていただきました。２年ぶりの福祉講演会で

したが，これまでになく事前の問合せ等も多く，参加された方々にも好

評でした。令和４年度は，「認知症とケアラー」をテーマにした福祉講演

会を予定しています。コロナ禍ではありましたが，公社のソーシャルワ

ーカーには，少しでも多く現場に足を運び，地域の方々の声を聴くこと

を課しています。その中から，ヤングケアラーや若年性認知症の方への

支援など，幾つかの地域課題にも直面し，解決に向けて動き始めていま

す。 

 令和４年度も，引き続き現場からの声に耳を傾け，地域共生社会の推

進に尽力します。 

 

３ 重点プロジェクト                        

 第２次中期計画では，公社全事業を６つの基本目標ごとに体系化し，特にビジ

ョンの具現化に向けた取組については，重点プロジェクトとして位置付けてい

ます。 

 

（１）ケースカンファレンス（事例検討会）の推進 

 公社の相談職の資質向上や自己研鑽を目的として，ケースカンファレンス（事

例検討会）の活性化を推進します。 

 ケースカンファレンスを通し，多職種の専門職が交流，連携することで，ビジ

ョンに掲げたゆうあい型チームアプローチの実践につなげます。 

 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

ケースカンファレンスの実施 
月 1回 

公開研修 1回 

ゆうあいチャレンジプログラム 
1回 

外部連携実施 

目標達成

に向けた

方針 

●ケースカンファレンス（事例検討会）は，外部の事業所にも公

開して相談援助の資質向上を図ります。 

●ゆうあいチャレンジプログラムは，専門職間の垣根を超えた協

力体制を構築するため年１回実施します。 

 

（２）だれでもカフェ（認知症カフェ）の充実 

 地域での認知症への理解を広めると共に，交流の場として，認知症当事者とそ

の家族，地域住民等誰でも参加できる「だれでもカフェ」を，調布市国領高齢者
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在宅サービスセンターとデイサービスぷちぽあんで開催します。 

 また，引き続き若年性認知症当事者とその家族の方々が，お互いに語り合える

場の創出に寄与します。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

だれでもカフェこくりょう 
月 1回 

若年性認知症当事者含む 

だれでもカフェぷちぽあん 不定期開催 

目標達成

に向けた

方針 

 

●地域で認知症への理解が深まるよう，認知症の方やその家族だ

けでなく，地域の多くの方々が参加できるよう，さまざまな講

座やイベント等を開催します。 

●医療機関等と連携し，特に若年性認知症当事者やその家族に向

けて，だれでもカフェへの参加を呼びかけます。また，若年性

認知症の方やその家族のニーズを把握し，語り合える場の創出

に寄与します。 

 

（３）先駆的な家族介護者向け支援の創出 

ア 家族介護者向け介護技術講座 

 公社の専門職が，おむつのあて方や排泄後の処理方法等，自宅で家族

を介護する際の注意点やコツについて，実演を交えながらアドバイスし

ます。 

 

イ ホームヘルパー出張派遣 

 病院退院時等介護保険のサービスを受ける前に，急に家族の介護をす

ることになった方への支援を想定した事業で，ホームヘルパー等介護職

が出張（出前）し，介護のノウハウや注意点を伝授するとともに心配事

等の相談を受けます。 

 これにより，ビジョンに掲げた地域の福祉ニーズをとらえた先駆的な

役割を果たします。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

家族介護者向け介護技術講座 

① 家族介護者向け介護技術

講座 2回 

② 家族介護者向け出張介護

技術講座 随時 

ホームヘルパー出張派遣 

随時 

相談があった際に，迅速に対

応する。 
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目標達成

に向けた

方針 

●家族介護者向け介護技術講座は，介護者が参加できるように，

だれでもカフェの開催に合わせて開催します。出張介護技術講

座については，認知症高齢者等の介護者を支える市内のグルー

プ等と連携し，必要に応じて開催します。 

●ホームヘルパー出張派遣については，退院時等介護保険制度で

は充分な支援が行き渡らない期間に，家族介護者等からのニー

ズがあり，事業の必要性が認められたことから，規模の適正化

を図りながら継続して実施します。 

 

（４）調査研究開発の推進 

 調査研究開発を推進し，福祉施策への提言等を目指します。 

ア 職員による事業提案 

 新たな事業展開や既存事業の見直し，効率化を図るために，全職員か

ら事業提案を募ります。 

 

イ 実証研究調査 

 重点的な目標に掲げている介護予防・フレイル予防については，総合

事業通所型市基準サービス（市基準）を積極的に展開するなかで，引き

続きデータの集積を行い，分析します。 

 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

事業提案 実効性の可否を検討 

介護予防，フレイル予防調査 

（実証研究調査） 

データの集積・調査内容と方

法について検討 

目標達成

に向けた

方針 

●引き続き，アンケート調査（内部調査）を活用すると共に，モ

デル事業の実証・調査，職員による事業提案等，さまざまな手

法を用いて，調査研究に取り組みます。 

●既存の制度では救えない福祉的サービスを必要とする方々に焦

点を当て，効果的で効率的な福祉的施策が提言できるように努

めます。 

●様々なモデル事業を実践，検証し，その効果を広く地域に還元  

 します。 

 

 

（５）福祉人材の育成・発掘に向けた研修の充実 

 地域の介護専門職等にも開放し，お互いの介護技術を向上させる勉強会とし

て開催する「介護職カフェ」等の内容の充実を図ります。また，アンケート調査
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等に寄せられた要望を基に，協力会員やボランティアの方々を対象とした研修

や勉強会の充実を図ります。 

 組織の将来を担う職員の育成は，喫緊の課題です。公社が健全な事業運営を展

開していくためにも，充分なスキルを備え，公社の理念に沿った業務の遂行がで

きる職員の育成が不可欠です。それを踏まえた専門研修や理念研修，また一般的

な職員研修の充実，実施に努めます。 

 これにより，ビジョンに掲げた地域の福祉人材の育成・発掘につなげます。 

 

 

 

第 2 次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

各種研修の実施 

①協力会員，登録ボランティ

ア等への研修の充実 

②公社運営に携わるプロパ

ー職員への研修の充実 

介護職カフェ（介護技術勉強会） 4回以上 

目標達成

に向けた

方針 

●介護職カフェ（介護技術勉強会）については，年４回以上実施

します。実技内容の充実を図るとともに，実技以外の講座をあ

わせて実施します。 

●職員，協力会員，登録ボランティア等，ゆうあい型チームアプ   

ローチを実践するメンバーそれぞれのスキルアップに向けて各種

研修の充実を図ります。また，他機関とともに研修を共同開催

し，ゆうあい型チームアプローチを活用した多職種連携の方法を

共有します。 

 

４ 実施事業                            

（１）住民参加を基盤としたインフォーマルサービスの拡充 

ア 有償在宅福祉サービス事業 

 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう，会員制・有償性・

住民参加型（住民が担い手）の仕組みにより，お互いさま・助け合いの精

神を具体化し，「支え合いの地域づくり」を推進します。また，さまざま

な地域課題を住民主体の取組により解決できるよう，ソーシャルワーカ

ーが住民の方々の相談に応じ後方支援（地域コーディネート）を行いま

す。 

 

 

 



68 

 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

利用会員数（世帯） 280世帯 

協力会員数 280人 

協力会員説明会（定期・随時） 30回以上 

目標達成

に向けた

方針 

●利用会員の生活をホームヘルプサービス，食事サービスの提供

を通じて支援します。 

●協力会員が円滑に活動できるように基礎研修やフォローアップ

研修等を開催します。また，ソーシャルワーカーと情報を共有

し安心して活動できるようにサポートします。 

●一人でも多くの方が，協力会員活動に興味を持っていただくた

め，地域での開催を行います。説明会には協力会員も参加して，

住民参加型助け合い活動の具体的な内容の他，魅力ややりがい

を伝えます。 

  

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

ホームヘルプサービス 通年 
協力会員が利用会員へ日常生活に

必要な家事・外出等の支援 

食事サービス 通年 

協力会員が利用会員へ昼食・夕食の

調理及びお届け，公社デイサービス

への昼食提供 

会員交流事業 年1回 
音楽会や会食等を通した会員相互

の交流 

会員慶弔事業 随時 
利用会員の誕生日にミニブーケを

贈呈等 

 

イ 生活支援コーディネート事業「ちょこっとさん」 

 ひとり暮らし高齢者等の「ちょっとした困りごと」を住民参加型の仕

組みにより支援します。近所づきあいが希薄になっている昨今，地域住

民とのコミュニケーションのきっかけづくり，孤立防止，地域の見守り

機能の充実を図ります。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

利用件数 140件 
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登録ボランティア数 110人 

目標達成

に向けた

方針 

●ちょっとしたお困りごとに対して支援している市内の他団体と

連携を図り，ニーズにより細やかに対応したサービスの充実・

拡大を図ります。 

●生活支援コーディネート事業の周知，広報を出張説明会や市報，

ホームページ等で積極的に行います。 

●登録ボランティアは協力会員説明会時に合わせて，事業説明を

行います。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

生活支援コーディネート事業 

「ちょこっとさん」 
通年 

ちょっとした困りごと（30分程度

でできる電球交換や荷物の上げ下

ろし等）への支援 

 

ウ 在宅福祉サービスに関する相談事業 

 総合相談の窓口として，公社の持つ情報やネットワークを駆使し，高

齢者，障害者，そのご家族等の相談に応じ，地域の機関と連携しながら

問題解決に向け対応します。また，さまざまな地域課題を住民主体の取

組により解決できるよう，ソーシャルワーカーが住民の方々の相談に応

じ，後方支援（地域コーディネート）を行います。 

 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

受付窓口（電話，来所，訪問等）対

応の充実 
受付窓口担当の配置 

休日，夜間の電話相談の受付体制

（地域包括支援センター，居宅介

護支援） 

営業時間外の専門職による

受付体制 

目標達成

に向けた

方針 

●相談面接技術を向上させます。専門職の相談面接技術の向上は，

常に求められています。より適正な相談対応ができるように社

内研修の実施や外部研修の受講を積極的に行います。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

在宅福祉サービスに関する生

活相談 
随時 

ソーシャルワーカー，看護師によ

る相談 

医師による健康相談 年12回 
医師による専門相談 

（内科・精神科，各6回） 
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弁護士による法律相談 年6回 弁護士による専門相談 

福祉用具等の相談，貸出，紹介 随時 
福祉用具・介護用品等の相談，紹

介等 

 

（２）認知症施策の推進－認知症当事者とその家族への支援－ 

ア 認知症サポーター養成講座事業 

 認知症の人と家族への応援者である認知症サポーターを養成し，認

知症になっても安心して暮らせるまちを目指します。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

認知症サポーター数（年度） 1,000人以上 

認知症サポーターフォローアップ研修 2回 

目標達成

に向けた

方針 

●認知症サポーターを市内に広げ，普及啓発を進めていきます。継

続的に開催されている，地域団体，企業，学校については，新し

く入った方向けに開催していきます。学校や企業等未開催の団

体については地域包括支援センターと連携を図りながら呼びか

けを行います。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

認知症サポーター養成講座 随時 

地域で開催される認知症サポ

ーター養成講座の実施（年6回

以上），キャラバンメイトの調

整・派遣 

認知症サポーターフォローア

ップ研修 
年2回 

講座の復習，認知症当事者体

験や地域見守り訓練の実施 

認知症サポーターの活躍の場

リスト 
随時 

認知症サポーターになったあ

との地域・施設等での活躍の

場リストを配布し情報提供

（年1回更新） 

認知症サポーターフォローア

ップ体験 施設見学会 
随時 

認知症サポーターになったあ

との地域での活躍につながる

現場体験を知る機会の提供 

 

イ 家族介護者支援事業 

 安心できる居場所や相談場所の提供（だれでもカフェ），家族介護者
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の集いの場や支援グループ等の資源の情報提供（認知症高齢者等を介護

するケアラー（介護者）支援マップ），在宅介護において有効な介護技術

の講習の実施（家族介護者向け介護技術講座）, 家族介護者向けの自宅

での介護に役立つ学習会の実施，これらを充実することで，家族介護者

を支援します。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

だれでもカフェ 150人 

認知症高齢者等を介護するケアラー

（介護者）支援マップ 
更新・発行 

家族介護者向け介護技術講座 
10人 

（出張介護技術講座含む） 

目標達成

に向けた

方針 

●だれでもカフェの存在を地域の家族介護者へ周知し，必要な情報

提供に努めます。月１回定期的に開催し，認知症当事者・家族介護

者の精神的な負担感・孤立感の解消に向けて居場所を提供しま

す。また，市内の「認知症高齢者を介護するケアラー（介護者）支

援マップ」を年１回最新情報に更新します。家族介護者のニーズを

把握し，家族介護者向けの介護技術講座を開催します。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

だれでもカフェ 年12回 

認知症カフェの開催(だれでもカ

フェこくりょう：毎月，だれでも

カフェぷちぽあん：不定期) 

若年性認知症当事者・家族会等の

実施 

ケアラー（介護者）支援マップ 年1回 

「調布市認知症高齢者等を介護

するケアラー（介護者）支援マッ

プ」の改訂 

家族介護者向

け介護技術講

座 

家族介護者向け

介護技術講座 
年2回 

家族介護者を対象にした介護技

術講座の実施 

家族介護者向け

出張介護技術講

座 

随時 
介護を支えるグループ等へ「出張

介護技術講座」の実施 

ホームヘルパー

出張派遣 
随時 

介護保険申請中または介護保険

要介護認定を受けている方を対

象に2回を限度に無料で公社のヘ

ルパーを派遣 

ケアラーを支えるグループの学

習会 
年3回 

ケアラーを支えるグループの意

見交換会等  
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介護者（ケアラー）手帳 年1回 
介護者（ケアラー）手帳の発行，

関係機関への配布 

 

（３）フォーマルサービスの充実 

ア 調布市国領高齢者在宅サービスセンター事業 

 通所介護サービスを通じて，利用者の自立支援と家族への介護者支援

を目的とし，元気な高齢者から重度の要介護者まで幅広く支援します。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

延べ利用者数 9,460人 

延べボランティア数  880人 

目標達成

に向けた

方針 

●介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）

総合事業通所型市基準サービス（市基準）の広報活動を積極的

に行い，利用者の増加を目指します。また対象地域の拡大や開

所日の増加に向けて検討します。 

●機能訓練プログラムの実施結果に基づいた運動方法の実践を行

い，身体機能の客観的改善等を評価し，フレイル予防や介護度

の悪化予防に取り組みます。 

   

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

通所介護事業/総合事業

通所型サービス（国基準）

/認知症対応型通所介護

事業 

月曜日～土曜日 

（祝日含む） 
介護保険要支援・要介護認定者  

総合事業通所型市基準サ

ービス（市基準） 

月曜日～金曜日 

（祝日含む） 

介護保険要支援認定者及び総合

事業対象者 

運営推進会議 年2回 

利用者の家族や地域住民の代表

者等に，提供しているサービス内

容を明らかにすることでサービ

スの質を確保し，地域との連携を

図ることを目的に開催 

家族会 年2回 

家族介護者の懇談会を実施。介護

情報の提供，介護技術の習得の場

を提供する 

ボランティアの受入れ 随時 

さまざまな活動や行事に個人・市

民団体・学校等がボランティアと

して参加することを受け入れる 
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ボランティア交流会 年2回 

ボランティア同士の横のつなが

りを作る。活動に関する意見や感

想を知り，ボランティア活動の推

進と地域交流を図る 

 

イ 調布市地域包括支援センターゆうあい事業 

 高齢者と家族の総合相談窓口として，行政や介護保険事業者，医療機

関等と連携しながら，地域の高齢者等の包括的な支援を行います。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

介護予防関連事業参加者数 

（出前講座，介護教室） 
140人 

地域ケア会議参加者延べ人数 90人 

みまもっとＰＲ活動件数 250件 

目標達成

に向けた

方針 

●介護予防関連事業については，自立支援・重度化防止の視点で

高齢者のＱＯＬの向上を目指し，様々な支援や活動の場が高齢

者の社会参加の促進と介護予防につながるよう働きかけを行い

ます。 

●地域ケア会議では，地域課題を分析し，福祉圏域で活躍される

専門職，非専門職等関係者と共に課題解決に向けて継続的な取

組を実施します。 

●みまもっとＰＲ活動については，地域包括ケアシステム推進・

進化を意識して活動を広げて参ります。地域包括支援センター

の役割の理解促進にも努めます。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

総合相談 

随時 

高齢者本人や家族等に対する

相談。介護予防をはじめ，様々

なサービスの利用に関する相

談。虐待の発見と防止。健康や

福祉，医療，生活に関する相談

等。 

随時 介護保険要介護認定調査 

随時 一般施策判定業務 

随時 家族介護者の支援 

介護予防 
年1回 介護教室の開催 

随時 介護予防ケアプランの作成 
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総合事業対象者への支援 

地域ネットワーク構築 

随時 

地域住民による見守り，働きか

けを行うため，見守りネットワ

ーク事業の推進 

年5回以上 広報協力員研修，連絡調整会 

年1回 広報協力員ＰＲ活動 

年1回 
民生委員と広報協力員の連絡

会 

年1回以上 
地域課題解決会議（Ａゾーン）

の開催 

権利擁護 

随時 

預貯金等の財産管理，様々な契

約等，適切に判断できない方の

ために成年後見制度や地域権

利擁護事業等の紹介，利用手続

きの案内。高齢者虐待の早期発

見と防止に関する業務 

随時 
地域及び個人への消費者被害

対策の普及啓発を実施 

随時 
地域及びサービス事業所等へ

の虐待予防の普及啓発を実施 

包括的・継続的ケアマネジメント

支援 

随時 

高齢になっても住み慣れた地

域で自立して生活するために

必要な援助，支援を行うために

介護支援専門員等の関係機関

と連携調整を行う。 

随時 

主任介護支援専門員を中心と

した介護支援専門員への支援

（ケアマネジメント支援） 

年3回 地域ケア会議の開催 

認知症対策 

随時 
地域への認知症サポーター養

成講座の開催 

随時 認知症総合支援事業の普及 

随時 
在宅医療・介護連携推進事業の

促進 

出前講座（普及啓発） 随時 

地域包括支援センターの周知，

地域課題分析に基づく地域住

民への啓蒙活動を推進する。 
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ウ 軽度生活援助事業 

 認知症の方で日常生活上の援助が必要な方に，見守りやその他必要に

応じた援助を行います。 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

延べ利用時間数 206時間 

延べ利用者数 36人 

目標達成に

向けた方針 

●認知症の方の家族や関係機関より要望があった際に，速やか

にサービスを提供できる体制を維持します。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

軽度生活援助事業 随時 認知症高齢者の見守り 

 

（４）介護保険事業（自主事業）による自立支援の推進 

ア 訪問介護事業，障害者訪問介護事業 

 ケアプランに基づき，介護を必要とする高齢者，障害者の家を訪問し，

身の回りの支援を行います。 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

延べ利用時間数 11,960時間 

介護職カフェ（介護技術勉強会）開

催回数（再掲） 
4回以上 

目標達成に

向けた方針 

●事業所規模に注視し，安定した運営を目指します。収支状況

を把握・分析し，効果的，効率的に事業を実施します。 

●介護保険法などの法令を遵守し，ホームヘルパーが利用者に

寄り添った適切なサービスを実施します。 

●ホームヘルパーが働きやすい職場環境や雇用形態を整備し，

職員の定着・増員を図ります。 

 

事 業 名 実施予定 対 象 

訪問介護事業 随時 介護保険要介護認定者 

総合事業訪問型サービス 随時 
介護保険要支援認定者及び事業

対象者 

障害者訪問介護事業 随時 障害者総合支援居宅介護，重度
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訪問介護該当者 

定期研修 随時 訪問介護事業所職員 

介護職カフェ（介護技術勉強

会）（再掲） 
年4回以上 市内サービス提供事業者 

 

イ 居宅介護支援事業，介護保険要介護認定調査事業 

 利用者の「望む暮らし」が実現できるように，適切なアセスメントを

経て，ケアプランを作成します。特定事業所加算の取得が継続できるよ

う計画的に人材育成を行います。また，介護保険法による要介護認定調

査を行います。 

第 2次中

期計画 

目標・成 

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

ケアプラン作成数 1,296件 

目標達成

に向けた

方針 

●法令を遵守し，利用者一人ひとりに寄り添ったケアプランの作

成に努めます。 

●適正な要介護認定の判定をする為に，一次判定として申請者の

自宅を訪ね，厚生労働省の定めた要介護認定調査票を基に，適

切に調査を行います。 

●特定事業所加算の再取得を目指し，体制整備に努めます。 

 

事 業 名 実施予定 対 象 

居宅介護支援 随時 介護保険要介護認定者 

介護予防支援及び介護予防ケ

アマネジメント 
随時 

介護保険要支援認定者及び総合

事業対象者 

介護保険要介護認定調査 随時 介護保険申請者 

 

ウ デイサービスぷちぽあん事業 

 認知症になっても地域で生活が続けられるよう，通所介護施設として

送迎，食事，入浴，趣味及び生きがい活動のサービスを提供します。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

延べ利用者数 
2,310人 

（稼働率 75.0％） 

地域開放支援事業 15回 
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家族会開催回数 2回 

目標達成

に向けた

方針 

●通所介護事業所では受入れができない認知症利用者に対する専

門的認知症ケアを実践します。 

●認知症高齢者などを抱える家族介護者が地域から孤立すること

を防ぎ，家族介護者の負担の軽減を図るなどの支援を継続しま

す。 

●地域に開かれた施設づくりに努めます。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

認知症対応型通所介護事業 
月曜日～金曜日 

(祝日含む) 

認知症疾患の介護保険要支援・

要介護認定者への支援 

運営推進会議 年2回 

利用者の家族や地域住民の代

表者等に，提供しているサービ

ス内容を明らかにすることで

サービスの質を確保し，地域と

の連携を図ることを目的に開

催 

ぷちぽあん事業運営協議会 年2回 

地域住民が参加するぷちぽあ

ん運営協議会が事業運営のサ

ポートを行う 

家族会 年2回 

家族介護者の懇談会を実施。介

護情報の提供，介護技術の習得

の場を提供する 

ボランティアの受入れ 随時 

さまざまな活動や行事に個人・

市民団体・学校等がボランティ

アとして参加することを受け

入れる 

地域開放支援事業 随時 

地域住民に開かれた施設づく

り。ボランティアの受入れ・地

域交流事業 

 

（５）公益法人として先駆的な役割を果たすための事業の推進 

ア 普及啓発事業 

 住民相互の支え合いによるあたたかい地域づくりを目指し，さまざ

まな手法で福祉に関する普及啓発に努めます。また，公社の行う住民

参加型事業，多種の介護保険事業等で得られる情報を活かし，普及啓

発事業を企画します。 
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第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

福祉講演会の参加者率 会場定員 70％以上 

協力会員・登録ボランティア説明会 

延べ参加者数 
60人 

出張説明会 10回 

目標達成に

向けた方針 

●地域福祉センター等に出向き協力会員募集の説明会を開催し

ます。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

福祉講演会 年1回 
福祉・医療・保健等に関す

る情報提供と普及啓発  

広

報 

機関紙 

「ゆうあいほっとらいん」 

2,000部 

年6回 

主に会員・利用者に向けた

情報提供 紙面カラー 

広報紙「ゆうあい」 
12万3,000 

年2回 

広く市民に向けた普及啓

発・情報提供（市内ポステ

ィング） 

ホームページ 随時 
ホームページによる情報

提供 

ＳＮＳ（シャルネットワー

キングサービス） 
随時 

フェイスブック・ＬＩＮＥ

による情報提供 

出張説明会 10回 

協力会員説明会や地域の

催しに出向き，さまざまな

方法で，広く市民に向けた

普及啓発・情報提供 

協力会員・登録ボランティア 

説明会 
年30回以上 

協力会員や登録ボランテ

ィア(ちょこっとさん)の

募集 

介護予防社会参加事業 随時 
講座参加者の自主グルー

プ支援 

調布市食事サービス連絡会 年1回 

市内の食事(配食)サービ

ス事業者・団体とのネット

ワーク構築，情報交換 

 

家族介護者支

援事業（再掲） 

 

 

だれでもカフェ 年12回 

認知症カフェの開催(だれ

でもカフェこくりょう：毎

月，だれでもカフェぷちぽ

あん：不定期)。若年性認

知症当事者・家族会等の実
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施 

ケアラー（介護

者）支援マップ 
年1回 

「調布市認知症高齢者等

を介護するケアラー（介護

者）支援マップ」の改訂 

家族介護者向け

介護技術講座 

年2回 
家族介護者を対象にした，

介護技術講座の実施 

随時 

介護を支えるグループ等

へ「出張介護技術講座」の

実施 

ホームヘルパー

出張派遣 
随時 

介護保険申請中または介

護保険要介護認定を受け

ている方を対象に2回を限

度に無料で公社のヘルパ

ーを派遣 

ケアラーを支えるグループの

学習会 
年3回 

ケアラーを支えるグルー

プの学習会 

ケアラー手帳 年1回 
ケアラー手帳の発行，関係

機関へ配布 

 

イ 人材育成事業 

 「市民相互の助け合いと自立支援のための質の高いサービスの提供を

通じてあたたかい地域づくり」を推進するため，協力会員，ボランティア

の育成，専門資格の取得を目指す実習生の受入れ，講座，研修会，学習会

の開催等，さまざまな「学びの場」を提供し，地域福祉の担い手となる人

材育成を行います。 

第 2次中期

計画 

目標・成果

指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

協力会員研修延べ参加人数（市民公開

講座に参加した市民を含む） 
200人 

ゆうあい福祉セミナーの参加人数 15人 

介護職カフェ（介護技術勉強会）の延

べ参加人数（再掲） 
60人 

目標達成に

向けた方針 

●介護・福祉等関心の高いテーマについて市民向けの研修を検討・

開催します。希望者には協力会員の登録につなげます。 

●協力会員に求められるスキルに対応した研修を企画・開催しま

す。そのために，協力会員のニーズを把握します。 

●市民，協力会員等の多くの方が生き生きと参加できる新しい活
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動を検討し，実施します。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

ゆうあい福祉セミナー 年1回以上 
運動，栄養に関するフレイル予防

のセミナー等を開催 

実習生受入れ 随時 学生の実習等の受入れ 

福祉専門職講師派遣 随時 公社の専門職を講師として派遣 

協力会員研修・ 

登録ボランティア研修 
年9回以上 

支え合いの担い手としての資質向

上・ステップアップのための研修会

等の実施 

協力会員外部研修派遣 随時 
他の先駆事例・取組等を知るため

の外部研修参加 

介護予防サロン 

(グリーンクラブ・おなかま

クラブ・菊1丁目ランチの会・

スマホ使い方相談会) 

随時 

高齢者や活動を終了した協力会

員でも参加できる社会参加の機

会提供，介護予防・地域づくりに

向けた支援 

認知症サポ

ーター養成

講座事業（再

掲） 

認知症サポー

ター養成講座 
随時 

地域で開催される認知症サポー

ター養成講座の実施（年 6回以

上），キャラバンメイトの調整・

派遣 

認知症サポー

ターフォロー

アップ研修 

年2回 
講座の復習，認知症当事者体験や

地域見守り訓練の実施 

認知症サポー

ターの活躍の

場リスト 

随時 

認知症サポーターになったあと

の，地域・施設等での活躍の場リ

ストの配布（年1回更新） 

介護職カフェ（介護技術勉強

会）（再掲） 
年4回以上 

市内サービス提供事業者向けに

開催し，介護技術の向上やサービ

ス事業者間のネットワーク構築

を図る 

 

ウ 調査研究開発事業 

 事業実施により得られた知見を基に福祉ニーズの調査研究開発を行い，

地域，行政，関係機関への情報発信を行う等，福祉全体の向上に役立て

ます。 
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第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

実践活動報告数 1回 

調査実施数（内部調査，実証研究調査，

新規・改善事業調査） 
2回 

目標達成

に向けた

方針 

●公社事業のアンケート調査結果の分析を踏まえ業務改善（内部

調査），モデル事業を実施しながらの実証研究（実証研究調査），

職員から提案があった新規事業等に関する調査（新規・改善事

業調査）等，さまざまな調査研究を実施します。 

●介護予防，フレイル予防調査の報告や公社の取組，サービスを

地域に情報発信します。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

実践活動報告 随時 
公社が関わり地域で暮らし続ける事例

を紹介 

調査研究開発の推進 

（再掲） 
随時 

内部調査，実証研究調査，新規・改善事

業調査の実施 

協議会等への参加 随時 
調布市及び市内団体等又は関係機関の

協議会等への参加 

 

（６）健全な公社運営 

ア 法人運営及び組織体制の強化・充実 

 令和３年度は職員・利用者・その家族等において新型コロナウイル

ス感染症のり患者が発生するなど，公社の事業運営において，コロナ

禍のあおりを大きく受ける形となりました。令和４年度も引き続き衛

生管理を徹底し，利用者・職員等の安全・安心を担保するための環境

構築に努め，安定した事業運営を行っていきます。 

 業種を問わず慢性的に人材が不足する中で，職員の育成・定着が大

きな課題です。令和２年度から管理職を対象に人事評価制度を試験的

に導入しましたが，令和３年度は一般職にまで対象を拡大しまし

た。令和４年度は，人事評価の対象を非常勤職員にまで広げ，人材育

成の取組について拡充していきます。 

 働き方改革への対応については，年次有給休暇の取得促進や時間外

労働の縮減，テレワークの推進など，職員の働きやすい環境づくり，

同一労働同一賃金等の対応を引き続き進めていきます。 
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第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

令和 4年度 

労働安全衛生に関する研修実施 2回以上 

年次有給休暇の取得促進 65％ 

全職員の所定外労働時間（年間） 7,000時間 

主任ケアマネジャーの人数 3人以上 

全職員の外部研修参加割合 55％ 

目標達成

に向けた

方針 

●職員会議や衛生委員会で，課題を共有し，職員の意識・行動の

変化につながるよう働きかける。 

●研修形態（オンライン化）の多様化を図る。 

 

事 業 名 実施予定 事 業 内 容 

会員・ボランティア基盤

の拡充 
随時 ＷＥＢ，ＳＮＳ，オンラインの活用 

ＰＤＣＡマネジメントサ

イクル構築 
随時 

第2次中期計画及び事業計画進捗の評

価 

制度改正等への対応・検

討 
随時 

外部研修・会議（Ｏｆｆ-ＪＴ）を活用

した，情報収集。部署間での情報共有・

連携強化 

労務管理体制の強化 随時 

・次世代育成支援対策推進行動計画（5

ヵ年）の推進（令和3年～） 

・同一労働同一賃金への対応（職務記述

書等の策定） 

・新しい働き方，勤務形態の検討 

専門資格の取得の促進 随時 規程の整備及び計画の策定 

将来を担える職員の育成 随時 

・人事評価制度の充実 

・キャリアパスの策定 

・個別研修計画の作成 

ＩＴシステム活用による

業務効率化 
随時 

・タブレットシステム検討，導入 

・テレワーク環境の整備 

危機管理（リスクマネジ

メント）の強化 
随時 

・事業継続計画（ＢＣＰ）の作成 

・ヒヤリハットミーティング等職員間

の情報共有 

・第三者委員会等による適切な苦情解
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決手続き及び理事会への定期的な報

告 

 

イ 自主的，自立的経営に向けた財政基盤の強化 

 自主３事業（訪問介護事業，居宅介護支援事業，デイサービスぷち

ぽあん事業），国領高齢者在宅サービスセンター事業においては，介

護報酬における加算取得など財源確保への取組を積極的に進め，収支

バランスの均衡を維持していきます。 

 補助事業・委託事業においても，コロナ禍による厳しい経済情勢の

影響により，補助金・委託金交付額の大幅な減少を見込んでいます。予

算の執行管理を徹底するとともに，効果的な事業運営，効率的なバッ

クオフィス業務の運営に努めていきます。 

第 2次中

期計画 

目標・成

果指標 

項 目 
目標値 

 令和 4年度 

自主事業の収支（3事業合計） 収支均衡（±0） 

モニタリングシート対策達成率 70％ 

賛助会員数 260人 

目標達成

に向けた

方針 

●収支状況を多角的に分析します。自主事業ごとの毎月の収支状

況を稼働率，収支比率等さまざまな指標を用い，多角的に分

析します。 

●モニタリングシートを活用します。モニタリングシートを活用

し，分析結果を担当職員全員が共有しながら収支均衡に向け

た効果的な対策を継続します。 

●寄付金収入・賛助会員収入等の自主財源の確保に努めます。普

及啓発事業の市民・会員向けの説明会等を通して，公社事業へ

の理解浸透を図り，会員の拡充や寄附につながるよう広報活動

を積極的に行います。 

 

事 業 名 実施予定 内 容 

モニタリングシートの

活用 
毎月 

毎月の目標設定，収支確認。目標値との

かい離要因分析。効果的な対策の継続 

寄附金収入の拡充 随時 

公社の公益性を伴う事業をわかりやす

くＰＲするため広報を強化 

ファンドレイジングの企画・検討 

賛助会員の拡充 随時 
住民参加型事業への理解の浸透を図り，

賛助会員数の増を目指す 
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自主財源の拡充 随時 
居宅介護支援事業，訪問介護事業，通所

介護事業等における加算取得の推進 
 



１．概要 （単位：千円）

予算額 前年度 増減 備　　　考

収　　入 553,441 561,848 △ 8,407

支　　出 553,441 561,848 △ 8,407

収支差額 0 0 0

（単位：千円）

大 中

Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

296 226 70

296 226 70

452 379 73

452 379 73

352,203 357,498 △ 5,295

39,807 45,958 △ 6,151

103,940 101,561 2,379

9,757 9,257 500

840 840 0

157 171 △ 14

9,382 9,646 △ 264

188,320 190,065 △ 1,745

191,855 195,217 △ 3,362

191,855 195,217 △ 3,362

7,079 7,002 77

7,079 7,002 77

500 500 0

500 500 0

1,056 1,026 30

1,056 1,026 30

553,441 561,848 △ 8,407

２．事業活動支出

471,950 468,402 3,548

101,560 94,673 6,887

58,917 62,754 △ 3,837

124 124 0

1,566 1,565 1

23,674 25,293 △ 1,619

62,750 62,067 683

2,840 2,740 100

45,060 44,947 113

37,189 34,613 2,576

122,041 124,325 △ 2,284

5,023 4,883 140

840 840 0

10,366 9,578 788

  令和４年度公益財団法人調布ゆうあい福祉公社　収支予算書（節科目集計）

令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで

２．節科目集計

勘　定　科　目
予算額

前年度
予算額

増減

２　会費収入

１　賛助会員会費収入

３　事業収入

１　有償福祉サービス事業収入

備　　　考

１　基本財産運用収入

１　基本財産受取利息収入

５　介護保険認定調査事業収入

６　障害者訪問介護事業収入

７　受託事業収入

２　介護保険事業収入

３　地域包括支援センター事業収入

４　軽度生活援助事業収入

６　寄附金収入

１　寄附金収入

７　雑収入

１　雑収入

４　補助金等収入

１　地方公共団体補助金収入

５　負担金収入

１　負担金収入

３　生活支援コーディネート事業費

事業活動収入計

１　高齢者・障害者等支援事業

１　事業費人件費

２　有償福祉サービス事業費

６　地域包括支援センター受託事業費

４　相談事業費

５　居宅介護支援事業費

９　デイサービスぷちぽあん事業費

10 在宅サービスセンター受託事業費

７　見守りネットワーク受託事業費

８　訪問介護事業費

11 市基準通所型サービス受託事業費

12　軽度生活援助事業費

13　障害者訪問介護事業費
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大 中

勘　定　科　目
予算額

前年度
予算額

増減 備　　　考

8,840 8,668 172

5,508 5,342 166

3,277 3,271 6

55 55 0

68,144 80,748 △ 12,604

51,338 64,336 △ 12,998

16,806 16,412 394

548,934 557,818 △ 8,884

4,507 4,030 477

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入 0 0 0

0 0 0

4,507 4,030 477

4,507 4,030 477

4,507 4,030 477

△ 4,507 △ 4,030 △ 477

Ⅲ　財務活動収支の部

１．財務活動収入 0 0 0

0 0 0

２．財務活動支出 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

２　普及啓発・人材育成・調査研究事業

１　普及啓発事業費

３　調査研究開発事業費

２　人材育成事業費

事業活動支出計

事業活動収支差額(Ａ)

投資活動収入計

３　管理費

１　管理費人件費

２　一般管理費

Ⅳ　予備費支出（Ｄ）

Ⅴ　当期収支差額(Ｅ)　《(Ａ)+(Ｂ)+(Ｃ)-(Ｄ)》

投資活動支出計

投資活動収支差額(Ｂ)

財務活動収入計

財務活動支出計

財務活動収支差額(Ｃ)

２．投資活動支出

１　固定資産取得支出
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